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はじめに

豊後大野市長

川 野 文 敏

人権は、誰もが生まれながらに持っている幸せに生きるための権利であり、生命や自由、平等を

保障し、私たち一人ひとりの日常生活を根幹から支えている大切なものです。豊後大野市では、2006

年（平成18）年12月に豊後大野市の人権施策の基本となる「豊後大野市人権教育・啓発基本計画」

を策定し、人権施策を総合的に推進してまいりました。

しかしながら、これまでの取組の中で未だに解決されていない多くの人権問題があり、さらには、

国際化、少子高齢化、情報化などの進展に伴い、ＳＮＳ上での誹謗中傷や新型コロナウイルス感染

症に伴う偏見や差別など新たな人権問題の顕在化や、地域における人と人とのつながりの希薄化な

ど、人権を取り巻く社会情勢も大きく変化してきています。

そのような中、2016年（平成28年）に人権３法といわれる「障害者差別解消法」、「＊１ヘイトス

ピーチ解消法」及び「部落差別解消推進法」が施行され、2021年（令和3年）には「人権問題に関

する市民意識調査」を実施しました。そして、2022年（令和4年）4月から本市では、どのような

性的指向や性自認であっても、市民一人ひとりが互いに人権を尊重し、多様性を認め合う社会の実

現をめざして、「豊後大野市パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓制度」を導入しました。

このたび、このような社会情勢や市民皆様の人権意識の状況等を踏まえ、「豊後大野市人権教育・

啓発基本計画」を見直し、全面的な改定を行いました。

今後も「市民一人ひとりの基本的人権が保障された、真に住みよい社会の実現」を基本理念とし

て、人権施策を総合的に推進してまいります。

この改定に当たり、貴重なご意見をいただきました「豊後大野市差別撤廃・人権擁護審議会」の

委員の皆様をはじめ、ご協力を賜りました多くの皆様に心から感謝を申し上げますとともに、今後

とも本計画の推進に対しまして、ご理解とご協力を賜りますよう心からお願い申し上げます。
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第１章 基本計画改定にあたって

１ 基本計画改定の趣旨

本市では、2000 年（平成 12 年）に施行された「人権教育及び人権啓発の推進に関

する法律」に基づき、2006 年（平成 18 年）12月に「豊後大野市人権教育・啓発基本

計画」（以下「基本計画」という。）を策定し、人権施策に取り組んできました。

その後、2016 年（平成 28 年）に、「障害者差別解消法」、「ヘイトスピーチ解消

法」、「部落差別解消推進法」の 3つの人権に関する法律が施行され、人権を取り巻

く社会情勢の変化や 2016 年（平成 28年）に実施した人権問題に関する市民意識調査

の結果を踏まえ、2018 年（平成 30 年）に基本計画を改定しました。

今回は、前回の改定から 5年が経過し、コロナ禍の差別をはじめ人権を取り巻く状

況が変化していることや、2021 年（令和 3年）8月に実施した市民意識調査の結果を

踏まえ、様々な人権問題に対処するために改定するものです。

改定の主な内容は、前回改定以降の人権に関する法律や条例、計画等の内容を盛り

込むほか、市民の性の多様性の理解と人権尊重社会の実現をめざして、「性的少数者の

人権問題」を新たに重要課題の一つとして位置づけることとしました。

また、持続可能な社会づくりに向けて、「誰ひとり取り残さない」というＳＤＧｓ

の理念を踏まえ、本市の全ての施策に「人権尊重」を基盤に据えた取り組みを推進し

ていきます。

２ 基本計画の性格

（１） 人権教育及び人権啓発の推進に関する法律に基づく、本市の人権尊重社会の

実現を総合的に推進するための計画です。

（２） 2018 年（平成 30 年）に改定した基本計画を継承しつつ、これまでの成果と

新たな課題を踏まえた計画です。

（３） 大分県人権尊重施策基本方針（改定版）を勘案すると共に、第 2次豊後大野

市総合計画や本市の各分野における人権に関する基本計画との整合性を図って

います。

（４） 基本計画には、人権教育・人権啓発その他人権意識の高揚を図るための施策

の方針、相談・苦情解決その他人権侵害の救済に関する施策の方針及び＊2社会

的弱者に係る人権の諸課題に関する取組の方針並びに人権が尊重される地域社

会を実現するために必要な事項を定めます。

３ 改定の背景

（１） 国際社会（国連）の取組

国際連合（国連）は、1948 年（昭和 23 年）に「世界人権宣言」を採択し、

人権の尊重は世界の自由、正義及び平和の基礎であり、理性と良心によって支

えられることを明らかにしました。以来、様々な人権に関する国際条約を採択
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し、「＊3国際年」や「国際 10年」を設け、人権に関する国際会議を開催し、国

際社会に共同の取組を求めました。

特に、1994 年（平成 6年）世界人権宣言に示された権利や自由の促進のため

には人権教育が不可欠であるとの考えの下「＊4人権教育のための国連 10 年

（1995 年～2004 年）」を決議して、国連行動計画を発表しました。その後、引

き続き人権教育を積極的に推進することを目的に「人権教育のためのプログラ

ム」が採択され、その第 1フェーズ（2005 年～2009 年）として初等教育及び中

等教育における人権教育を重点にした行動計画、第 2フェーズ（2010 年～2014

年）として高等教育における人権教育及び公務員、法執行者、軍隊への人権教

育を重点とした行動計画、第 3フェーズ（2015 年～2019 年）においては、第 1

フェーズ、第 2フェーズの取組の一層の強化やメディア関係者、ジャーナリス

トを重点とした行動計画が示されました。さらに、第 4フェーズ（2020 年～2024

年）は、第 1フェーズから第 3フェーズの取組の一層の強化や若者を重点とし

た行動計画が示されるとともに「＊4-1 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」の＊4-2

目標４．７と連携させることとしています。国連は、「国連システム」といわれ

る加盟国と＊5ＮＧＯ・個人が共同・連携する手法で、国際社会の様々な人権課

題に取り組んでいます。

また、2005 年（平成 17 年）のアナン事務総長の報告書の中で、国連活動の

柱である開発・安全・人権の密接な関連を踏まえて、国連の全ての活動で人権

の視点を強化する考え「人権の主流化」を提唱しました。この提唱を受け、2006

年（平成 18 年）に「人権委員会」に替えて、国連が世界の人権問題により効果

的に対処するために「国連人権理事会」を創設したほか、人権高等弁務官事務

所の機能強化など人権を最優先の考慮事項とする取組が進められています。

ロシアによるウクライナ侵攻は多くの犠牲者が出ている許されない事態であ

り、国際社会の連帯した取組がなお一層求められています。

（２） 国の取組

わが国では、1947 年（昭和 22 年）に「基本的人権の尊重」を基本原則とす

る日本国憲法が施行されました。同年に「児童福祉法」が施行され福祉関係制

度の整備が始まりました。

1956 年（昭和 31 年）には国連に加入し、これまで「国際人権規約」をはじ

め「人種差別撤廃条約」など 14 の人権関係条約を批准するとともに、国連が提

唱する「国際年」の取組を行いながら国際的な人権保障の潮流に沿う方向で人

権施策の充実・普及を図ってきました。

また、1965 年（昭和 40 年）の「同和対策審議会答申」を受けて、わが国最

初の人権施策となる「同和対策事業特別措置法」が 1969 年（昭和 44年）に施

行されました。1996 年（平成 8年）には「人権擁護施策推進法」を制定し、人

権擁護推進審議会の「人権教育・啓発の推進に関する答申」を踏まえ、2000 年

（平成 12年）に「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」が制定されまし

た。

1997 年（平成 9年）には「国連 10 年」国内行動計画を策定・公表しました。

また、同審議会は、2001 年（平成 13 年）に人権救済に関する答申を行い、人

権侵害に係る被害者救済の制度化が求められています。
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一方、2000 年（平成 12 年）には「児童虐待の防止等に関する法律（児童虐

待防止法）」が制定され、2001 年（平成 13 年）「配偶者からの暴力の防止及び

被害者の保護等に関する法律（＊6ＤＶ防止法）」、2004 年（平成 16年）「犯罪被

害者等基本法」、2005 年（平成 17 年）「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に

対する支援等に関する法律（高齢者虐待防止法）」、2008 年（平成 20年）「ハン

セン病問題の解決の促進に関する法律」の制定など、新たな人権課題の取組の

制度化が進められました。

2013 年（平成 25 年）には「生活困窮者自立支援法」が制定され、生活保護

に至っていない生活困窮者の相談支援をはじめ、住宅確保給付金や就労支援等

が制度化されたほか、「いじめ防止対策推進法」や「障害を理由とする差別の解

消の推進に関する法律」（2016 年（平成 28 年）施行）の成立、「障害者の権利

に関する条約」の批准等、人権問題の改善のための制度的な枠組が整えられて

います。

また、子どもの貧困問題が深刻化してきていることから「子どもの貧困対策

の推進に関する法律」が 2013 年（平成 25 年）に成立、2014 年（平成 26 年）

に施行され、2016 年（平成 28 年）には「ヘイトスピーチ解消法」、「部落差別

解消推進法」が公布・施行されました。さらに、2019 年（令和元年）5月に、

アイヌ民族の諸課題に対応するための「アイヌの人々の誇りが尊重される社会

を実現するための施策の推進に関する法律」が施行されるとともに、「労働施策

の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法

律」が一部改正され、パワーハラスメントの防止対策が法制化されました。6

月には、児童虐待防止対策の強化を図るため、児童福祉法等が一部改正される

等、人権尊重社会実現に向けた取組が進んでいます。

（３） 県の取組

大分県では、1998 年（平成 10年）に国連 10 年「大分県行動計画」を策定し、

人権教育・啓発をはじめとする取組が行われました。

2003 年（平成 15 年）には「人権問題に関する県民意識調査」を実施し、2004

年（平成 16年）に人権施策の基本的方向の検討とそれに対する意見や提案を行

う「大分県人権尊重社会づくり推進審議会」を設置しました。これらの調査や

意見を踏まえて、人権施策を総合的に推進するため 2005 年（平成 17年）に「大

分県人権施策推進本部」を設置し、「大分県人権施策基本計画」を策定しました。

また、以後の 5年間を目標期間とし基本計画を具体化するための実施計画、

職務推進行動計画、教材整備指針等の各種指針及び市町村への推進要請基準と

なるガイドラインを策定し、人権を尊重する社会の確立をめざした取組を行い

ました。

さらに、基本計画に基づき、2008 年（平成 20 年）に「大分県人権尊重社会

づくり推進条例」を策定し、2010 年（平成 22 年）には条例に基づき「大分県

人権尊重施策基本方針」及び「実施計画」を策定し、人権が尊重される社会づ

くりを総合的に推進してきました。

その後、2013 年（平成 25 年）に実施した「人権問題に関する県民意識調査」

の結果を踏まえ、さらに新たな人権問題に対処するために、2015 年（平成 27

年）に基本方針を改定し、2016 年（平成 28 年）には「障がいのある人もない
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人も心豊かに暮らせる大分県づくり条例」を施行しました。

そして、2018 年（平成 30 年）に実施した「人権に関する県民意識調査」の

結果を踏まえ、さらに人権が尊重される社会づくりの取組を推進するため、2020

年（令和 2年）に基本方針の見直しを行っています。また、「大分県人権尊重づ

くり推進条例」を 2022 年（令和 4年）3月に「大分県部落差別等あらゆる不当

な差別の解消等に取り組む人権尊重社会づくり推進条例」に改正し、人権を尊

重する社会づくりのさらなる推進を図っています。

（４） 本市の取組

豊後大野市では、部落差別、女性、子ども、高齢者、障がい者、外国人、医

療、様々な人権のそれぞれ個別の課題について諸施策に取り組んできました。

「人権教育のための国連 10 年」に関しては、旧三重町が 1999 年（平成 11

年）3月、旧清川村が 2001 年（平成 13 年）1月､旧緒方町が 2000 年（平成 12

年）3月、旧朝地町が 2000 年（平成 12 年）3月､旧大野町が 1999 年（平成 11

年）12月、旧千歳村が 2000 年（平成 12年）3月､旧犬飼町が 1999 年（平成 11

年）3月に、それぞれ「人権教育のための国連 10 年行動計画」を策定しました。

この「人権教育のための国連 10 年」を人権教育及び人権啓発分野における基本

計画と位置付け、住民一人ひとりの人権が真に尊重される地域の実現をめざし

た取組を積極的に推進してきました｡

2005 年（平成 17 年）3月 31 日に旧大野郡 5町 2村が合併して新しく豊後大

野市として誕生し、旧町村で制定していた条例・規則を廃止して、新たに「豊

後大野市におけるあらゆる差別をなくし人権を擁護する条例」（2018 年（平成

30年）9月「豊後大野市における部落差別をはじめあらゆる差別をなくし人権

を擁護する条例」に条例名を改正）、「豊後大野市男女共同参画推進条例」、「豊

後大野市差別撤廃・人権擁護審議会規則」、「豊後大野市人権・同和問題啓発推

進協議会設置要綱」（2018 年（平成 30 年）「豊後大野市人権・部落差別問題啓

発推進協議会設置要綱」に要綱名を改正）を制定しました。

また、「人権尊重都市宣言」を宣言し、人権における本市の基本的方向を示し

ました。市民に対し､人権意識の高揚を図り、「差別をしない、差別を許さない」

世論の形成や人権尊重の社会環境の醸成に努めるために、市民、諸団体・機関、

行政が一体となって、あらゆる努力を行うことにより、21 世紀を「人権の世紀」

となるよう取り組んでいます。具体的には､6月の男女共同参画市民のつどい、

8月の差別をなくす運動月間の取組や12月の人権週間にちなんだ講演会等の実

施をはじめとした市民啓発事業を行い､年間を通じて多様な方法での人権教

育・啓発に取り組んでいます。

2006 年（平成 18 年）12月には、基本計画を策定し、人権施策・人権行政を

推進してきました。また、基本計画の確実な推進のために、基本計画に基づい

た具体的な事業・取組として実施計画を策定し、人権教育・啓発に関する各種

施策を実施しました。更に、前年度の実施計画の報告を総合的に点検し、その

結果を次年度の実施計画に反映させるなど必要に応じて適宜見直し、実施計画

の充実に努めています。

人権問題に関する市民意識調査については、合併後 2007 年（平成 19年）10
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月、2011 年（平成 23 年）8月、2016 年（平成 28年）8月及び 2021 年（令和 3

年）8月の計 4回実施し、市民の人権意識の現状把握・分析に努めてきました。

2021 年（令和 3年）の市民意識調査では、「日本には、いろいろ古くから言

い伝えや考え方がありますが、あなたのお考えに近いものはどれですか」とい

う質問について、「おかしいと思うが自分だけ反対しても仕方がない」と回答し

た人の割合が多く、「この考え方は間違っていると思う」と回答した人の割合は

増加傾向にあります。また、「この考え方は正しいと思う」と回答した人の割合

は減少傾向にあります。今後もより一層不合理な迷信や因習にとらわれないよ

うな教育・啓発が必要と思われます。

「あなたは、最近（2、3年）ご自分の人権が侵害されたと思ったことがあり

ますか」という質問について、「差別をされた経験がない」と回答した人の割合

は増加傾向にあり、教育・啓発の成果の一つであると考えられます。しかしな

がら、「あらぬ噂、他人からの悪口、かげ口」をはじめとした人権侵害もまだま

だ残っており、また、差別をしたりされたりしていることに気付いていない現

実もありますので、今後もより一層の教育・啓発が必要と思われます。

「大分県や豊後大野市では、さまざまな人権啓発活動を実施しています。あ

なたはこのような啓発活動についてどの程度参加したことがありますか」とい

う質問について、「参加したことはない」と回答した人の割合が増加しています。

講演会等への参加者の固定化も懸念されており、各町の地域人権教育・啓発推

進協議会によるきめ細かな研修会（サロンや老人会等）の実施など今後の取組

の創意工夫が必要です。

「人権問題の講演会や研修会に参加されたきっかけは何ですか」という質問

について、「参加したことがない」と回答した割合が最も高くなっており、調査

する度に増加傾向にあります。「各種行事や研修会の中に講演会が組み込まれて

いたので」や「勤務先の割当で」の回答も多く、こうやって参加した方々がま

た参加したくなるような講演会や研修会の工夫が必要です。また、自ら進んで

参加する人や知り合いの人に誘われて参加する人が増えるような風土をつくっ

ていく取組が必要と思われます。

「人権問題で関心のあるものについていくつでも選んでください」という質

問について、「障がい者の人権」や「高齢者の人権」と回答した人の割合が高く

なっています。また、これまでの調査と比べると、「女性の人権」「子ども人権」

「外国人の人権」「医療をめぐる人権」の割合が増加しています。市民の皆さん

は様々な人権問題に関心を持っています。あらゆる差別は、差別する人がいる

ことによって生じています。人権問題の解決は行政の責務でありますし、差別

の現実は社会を構成する私たちの問題であり、私たち一人ひとりの考え方や生

き方を変えていくことによって必ず差別は解消されるという希望の持てる教

育・啓発が必要と思われます。

「2016 年（平成 28 年）に差別の解消を目的とした３つの法律が施行されま

した。あなたは、次の法律について知っていますか」という質問について、３

つの法律について、「よく知っている」「多少は知っている」と回答した人の割

合は約３割でした。「障害者差別解消法」は、障がいのある人もない人も互いが

その人らしさを認め合いながら共に生きる社会を実現するために、「ヘイトスピ

ーチ解消法」は、互いの文化や習慣などを理解し、誰もが暮らしやすい多文化
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共生の社会を築くために、そして、「部落差別解消推進法」は、部落差別の解消

を推進し、部落差別のない社会を実現するために、今後も引き続き法の周知に

努め、一人ひとりの人権が尊重された社会にしていく必要があります。
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問 29 日本には、いろいろ古くから言い伝えや考え方がありますが、あなたのお考えに近いものはど

れですか。（〇は１つだけ）

ア 結婚式は「大安」の日でないとよくないという考え方

結婚式は「大安」の日でないとよくないという考え方については、全体でみると「おかしいと思う

が自分だけ反対しても仕方がない」（39.2％）の割合が最も高く、次いで「この考え方は間違ってい

ると思う」（37.0％）、「この考え方は正しいと思う」（17.6％）となっています。

性別ではあまりおおきな差はみられませんでした。

前回（平成 28 年）、前々回（平成 23年）調査と比べると、調査する度に「この考え方は間違って

いると思う」の割合が増加しています。

2021 年（令和 3年）実施の「人権問題に関する市民意識調査」報告書より

17.6%

16.6%

18.0%

33.3%

39.2%

40.9%

38.8%

16.7%

37.0%

36.0%

37.5%

50.0%

6.2%

6.5%

5.7%

全体(n=648)

男性(n=247)

女性(n=384)

男性か女性か答える

ことに抵抗を感じる(n=6)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

この考え方は正しいと思う おかしいと思うが自分だけ反対しても仕方がない

この考え方は間違っていると思う 無回答

17.6%

18.7%

20.9%

39.2%

41.0%

40.5%

37.0%

29.6%

24.1%

6.2%

10.7%

13.8%

令和３年調査全体

(n=648)

平成２８年調査全体

(n=561)

平成２３年調査全体

0% 20% 40% 60% 80% 100%

この考え方は正しいと思う おかしいと思うが自分だけ反対しても仕方がない

この考え方は間違っていると思う 無回答
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４ 基本理念

この基本計画は､人権尊重社会の実現に向けた本市の基本的考え方、各分野の現状と

課題、それに対する具体的な取組などを明らかにし、本市における人権に関する施策

を総合的かつ計画的に推進していく指針となるものです。

また、『豊後大野市人権尊重都市宣言』に示されたように「市民一人ひとりの基本的

人権が保障された、真に住みよい社会の実現」を基本理念とし、個人の選択に応じた

様々な価値観や生き方を尊重し、市民がそれぞれの個性と能力を輝かせ、自己実現と

社会的責任を果たすことができる地域社会の創造をめざします。

すべての人々が人権を尊重し、明るい社会を築くためには、市民自らがその大切さ

に気づき、人権尊重社会の実現のために行動することが大切です。社会には､人を見下

し排除しようとする心理やその意識に基づく差別発言・差別行為が行われたりするこ

とがあります。また、日常生活において発生する人権侵害行為の多くは、人権侵害行

為を行うのも、それにより被害を受けるのも多くの場合は市民であり、誰もが被害者

にも加害者にもなる可能性があります。

人権をめぐる現状について､行政や学校､企業､団体、地域､そして市民一人ひとりが

共通の認識を持つことが必要です。そして、それぞれに期待される役割を明らかにし､

協働・連携しながら取り組むことが求められています。

私たちの日常生活がいかに人権と関わっているか、また、すべての人権問題が自分

と無関係ではなく、身近な問題であることを基本的な考え方とした人権教育・啓発を

実施するために、それぞれの課題に共通する基本施策及び分野別施策の方向性を明ら

かにします。

５ 基本目標

すべての人々の人権が尊重される社会の実現は､「人権という普遍的文化の創造」

を目指す人類共通の願いです。「市民一人ひとりがお互いを尊重し合い､心と心のつな

がりを大切にしている、真に住みよい社会の実現」を基本目標とします。

また、基本計画は本市が実施すべき人権教育・啓発についての基本方針を明らかに

し､取り組むべき施策の具現性を示すものです｡

人権教育・啓発の実施にあたっては「市民との協調」を基本として、市民や企業、

そして自治会や老人クラブ、ＰＴＡなど各種団体等とも幅広く連携、協力しながら、

お互いの人権を大切にした地域づくりを進め、より効果的な事業の推進を図ります。

具体的には、以下のとおりです。

（１） あらゆる場で人権問題に関する正しい理解を図る教育・啓発の推進

一人ひとりの人権が尊重され、誰もが自己実現を図ることのできる社会にす

るため、市民一人ひとりが人権の意義や歴史、人権尊重の必要性について正し

く理解することが必要です。

このため、市民がいつでも、どこでも、誰もが人権問題について正しく学ぶ

ことのできる環境づくりに努めます。同時に、社会全体で人権問題に取り組む

ために、市民、諸団体、企業、そして国、大分県、近隣市に対して、本市が目

指す方向性とその行動計画を示すことにより、連携と協力を求めます｡
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（２） 身近にある偏見等に気づき、意識を変える教育・啓発の推進

正しい理解に基づいて、家庭や地域社会、職場などにある身近な人権問題や

偏見、差別意識等に気づき、自分自身を見つめ直し、その意識を変えることの

できる教育・啓発を推進します。そして、誰もが自らの人権感覚を磨き続ける

ことを通じて、人に優しく、自分にも優しくなり、全ての人が暮らしやすい社

会の実現をめざします。

（３） 正しい理解に基づいて、適切に行動できる教育・啓発の推進

正しい理解と認識に基づいて、差別の現実に向き合ったときに、適切に対処

したり、差別の解消に向けた活動に貢献・協力したりすることのできる教育・

啓発を推進し、差別をなくす仲間づくりを進めます。

また、人それぞれの違いを理解し、多様性を認め合える心を育み、包容力あ

る持続可能な社会づくりに向けて、「誰ひとり取り残さない」というＳＤＧｓの

理念を踏まえ、本市の全ての施策に「人権尊重」を基盤に据えた取り組みを推

進していきます。

６ 人権施策展開への考え方

効果的な人権施策の推進を図るため､市民が主体的に取り組んでいくことや、参画で

きる様々な機会の活用･拡充など､市民の年齢層や活動状況に応じた教育・啓発手法の

検討を行います。

また、日常の活動の中で､主体的に人権問題に取り組むことのできる環境づくりを進

め､啓発機会や情報提供の充実とともに、市民､企業、各種団体等が実施する啓発活動

や研修会などに対しても協力・支援に努めます。

人権施策を総合的に推進するため、「人権」という市民に共通する観点を意識した効

果的な人権施策の展開に向けての主要な考え方は、次のとおりです。

（１） 人権課題ごとの固有の経過と状況を適切に把握

部落差別をはじめとする様々な人権課題に対し、それぞれの課題ごとに、そ

の問題が抱える固有の経過と状況を適切に把握しながら、人権教育・啓発に取

り組みます｡

しかし、現在は人権問題が複雑に絡み合ったり、新たな課題が生じるなど、

多様化してきています。このため、人権侵害への直接的な対処のみではなく、

社会的な機運の醸成や市民・企業等の意欲を喚起し、生かしていくための基盤

づくりなど、人権問題の解決に共通する観点による総合的な取組を展開します｡

（２） 人権問題は現象面だけでなく、周辺の要因も考える

人権問題を現象面だけで捉えるのではなく、社会的背景や構造的な要因など、

その周辺にあるものも含めて総合的に考えながら推進するよう努めます。

（３） あらゆる立場の人々の視点で考える

子ども、高齢者や障がいのある人など、誰もが生活しやすいまちづくりをめ

ざし、すべての施策を実施するにあたっては、人権問題の当事者の声を吸い上

げ、生かしていくように努めます｡

また、人権問題は多様な問題にかかわる数多くの要因を含んでいる状況が多
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いので、それぞれの施策が関連しあって人権尊重の取組が進展することが基本

という認識に立って施策を推進します｡

（４） 国内外の取組の動向を把握する

人権に関する取組は、国際的な動向、国における法律等の制定等の推移、県

あるいは他の市町村の動向なども的確に把握した上で、連携・協調を図りなが

ら人権施策を実施します。
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第２章 様々な分野における人権行政の推進

国・県及び本市での人権問題をめぐる状況やその取組の経過・方針について共通の認識

を持つ必要があります。

本計画での重要課題については、わが国における固有の人権問題であり、人権課題の解

決に向けて体系的な取組となっている部落差別問題をはじめとする９つの課題で整理しま

す。その中で、市民の性の多様性の理解を図り、人権尊重社会の実現をめざして「性的少

数者の人権問題」を重要課題の一つとして位置づけました。

１ 部落差別問題

（１） これまでの情勢

わが国では、1965 年（昭和 40 年）の「同和問題はわが国固有の人権問題で

あり、この解決は国の責務であり国民的課題である」とする同和対策審議会答

申を踏まえて、1969 年（昭和 44 年）に「同和対策事業特別措置法」を制定し

ました。この法に基づく施策は、生活環境の改善・社会福祉の増進・産業の振

興・職業の安定・教育の充実・人権擁護活動や啓発活動の強化など、総合的な

取組となりました。

1969 年（昭和 44 年）「同和対策事業特別措置法」、1982 年（昭和 57年）「地

域改善対策特別措置法」、1987 年（昭和 62 年）「地域改善対策特定事業に係る

国の財政上の特別措置に関する法律」と法律名が変わりながら 2002 年（平成

14 年）3月に期限となり、33年間の特別対策は終了しました。

長年の取組によって、生活環境や産業基盤の整備がされるなど格差が改善さ

れましたが、いまだに、結婚・就職差別や差別発言、インターネット上で差別

的情報を流布するなどの問題が存在しています。

インターネット上の部落差別の現状については、その匿名性、情報の拡散性

により、「全国部落調査」復刻版出版事件をはじめとする差別はより一層深刻な

状態となっています。

このような現状を踏まえ、2016 年（平成 28 年）12月に施行された「部落差

別の解消の推進に関する法律（部落差別解消推進法）」では、「現在もなお部落

差別が存在する」との認識が明確に示され、「基本的人権の享有を保障する日本

国憲法の理念にのっとり、部落差別は許されないものであるとの認識の下にこ

れを解消することが重要な課題」であるとして、「基本理念」、「国及び地方公共

団体の責務」、「相談体制の充実」、「教育及び啓発」、「部落差別の実態に係る調

査」等について定められており、部落差別の解消を推進し、部落差別のない社

会を実現することが求められています。

全国水平社創立 100 年を過ぎ、日本初の人権宣言とも言われる「水平社宣言」

の精神に則り、人間を尊敬することによってあらゆる差別をなくす取組を継続

的に実施していく必要があります。

大分県においても、法に基づく事業や地域の実態に即した各種事業を実施し

てきました。
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生活環境の改善では、下水道・都市公園など社会基盤の整備や公営住宅の建

設・改善、地区道路の整備、危険個所対策などの住環境の改善に取り組みまし

た。

社会福祉の増進では、老人・母子の保健衛生施策や児童福祉施策、隣保館で

の相談事業や啓発・交流事業に取り組みました。

産業の振興では、農林水産業の施設の整備や経営指導に取り組み、中小企業

の経営相談所を設置して経営指導や融資事業に取り組みました。

職業の安定では、職業相談や職業訓練事業により就職を支援し、企業・事業

所に対して適正な採用選考を行うよう啓発や指導を行いました。

教育の充実の分野では、学力の向上や進学率の向上のための学習指導や進路

指導・進学奨励事業に取り組みました。

学校教育では、教職員の資質向上や教材の整備、カリキュラムの開発、研究

事業の実施などに取り組みました。

社会教育では、市町村推進体制の整備や指導員・担当職員の育成、公民館・

集会所の学級・講座での人権学習の推進などに取り組んできました。

県民啓発の推進では、各種イベントの開催やテレビ等マスコミの活用などに

取り組み、市町村・各種団体の取組を支援しました。

（２） 現状と課題

豊後大野市では、部落差別は基本的人権にかかわる重大な社会問題であり、

その解決は市政の重要課題であるとして、これまで環境整備や教育・啓発事業

など各種施策を積極的に推進してきました。

その結果、生活環境の改善や産業基盤の整備などの物的事業は大きく改善さ

れましたが、高等学校や大学への進学率にみられるような教育の問題、これと

密接に関連する不安定就労の問題、産業面の問題など、較差がなお存在してい

る分野がみられます。

差別意識は着実に解消へ向けて進んでいるものの、結婚問題を中心に依然と

して根深く存在しています。今後も、「部落差別が現存する限り、この行政は積

極的に推進されなければならない」とした同和対策審議会答申の基本精神や部

落差別の解消の推進に関する法律の基本理念を踏まえ、各種施策を推進し、部

落差別のない人権尊重社会の実現に向けた教育及び啓発に取り組む必要があり

ます。

インターネット上の部落差別については、2008 年（平成 20 年）に「インタ

ーネットによる差別表現の流布事案に係る県と大分県下人権・同和対策連絡協

議会の対応の申し合わせ」により、特定の「スレッド」の監視を行い、差別表

現については大分県を通して法務省に削除依頼を行って参りましたが、十分な

成果を上げることができていません。しかしながら、差別的投稿の抑止効果も

踏まえ監視活動を継続していきます。

住民票の写し等の不正請求及び不正取得の防止については、2013 年（平成 25

年）4月に本人通知制度が実施され、戸籍謄本などの不正取得による差別身元

調査を防ぐための取組が進められています。

2021 年（令和 3年）に実施した「人権問題に関する市民意識調査」では、「部
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落差別問題（同和問題）や被差別部落（同和地区）があることをはじめて知っ

たのはどのようにしてですか」という質問について、「学校で教わった」と回答

した人の割合が最も高く、前回、前々回調査に比べてもその割合が増加してい

ます。学校教育における部落問題学習の成果であると共に、その内容の充実が

求められていると考えます。また、「祖父母・父母などから」、「部落差別問題は

知っているがきっかけは覚えていない」と回答した人も多くなっています。学

校で正しい知識を学んだ子どもたちに、大人が偏見や噂話などによる間違った

認識を植え付けることがないように、地域社会の中での大人向けの教育・啓発

の継続が必要です。

「家族の一人が被差別地区（同和地区）出身の人と結婚するという話があっ

たときにどう考えるでしょうか」という質問について、「被差別地区の人であろ

うとなかろうと関係はない、そのことで反対はしない」と回答した人の割合

（39.5％）が前回調査と比較して増加していることは、これまでの教育・啓発

の成果と考えられます。しかしながら、「絶対に反対する」（1.5％）、「反対はす

るが、本人の意思が強ければやむをえないと思う」（12.3％）で、合わせて 13.8％

の人が反対しており、今でも被差別地区の人たちに対する差別意識が存在して

いることがわかります。強い意思を持って「関係ない・反対しない」と言える

人たちが増えるような教育・啓発活動が必要です。また、部落差別問題につい

ての学習経験がある人では「反対しない」の割合がない人よりも随分高く、こ

れは教育・啓発の成果であり、継続することが必要です。

「現在もなお部落差別問題（同和問題）が存在するのは、なぜだと思います

か」という質問について、「昔からある偏見や差別意識を、そのまま受け入れて

しまう人が多いから」（61.3％）が最も高く、次いで「部落差別の知識がなかっ

たり、無関心だったりする人がいるから」（37.7％）となっています。これらの

結果は、これまでの教育・啓発の成果だと考えられますが、今後、具体的に差

別をなくす行動に結びつけていくことが一人ひとりに求められています。

「部落差別問題（同和問題）をなくす方法について、次のアからオのような

意見があります。あなたはどう思いますか」という質問について、「ア そっと

しておく」（33.8％）つまり「寝た子を起こすな」といった考えの方は減少し、

「そうは思わない」（30.6％）の考えの方が増加しています。これは、教育・啓

発の成果です。「そっとしておく」という考え方は、現に差別を受けている人に

対して、「耐えなさい」と我慢を強いることになります。また、何も知識を持た

ない人が、誤った知識や偏見を持つ人の話を聞いたり、インターネット上の差

別的で誤った書込みを見ると、差別や偏見につながってしまいます。教育・啓

発により、正しく知り、行動することが欠かせません。

「イ 私たちが、もっと人権意識にめざめ、差別を許さない態度と行動力を

身につける」、「ウ 被差別地区と周辺地域の人々が交流を深め、まちづくりを

進める」、「エ 法律で差別を禁止する」、「オ 部落差別問題の学習や研修の機

会を増やす」については、「そう思う」が最も多く、その割合も前回、前々回よ

りも増加していることは、部落差別問題（同和問題）に対する理解が深まって

いると考えられます。今後も、継続した教育・啓発を充実させていく必要があ

ります。

「豊後大野市では、学校で「人権・部落差別解消教育（同和教育）」が行われ
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ていますが、あなたはどのようなお考えですかと」いう質問について、「人権・

部落差別解消教育を通じてあらゆる差別をなくす教育が行われており、よいこ

とだと思う」と回答した人の割合（61.6％）が最も高くなっており、前回、前々

回よりも増加しています。部落差別問題についての学習経験がある人では、7

割以上の方が「人権・部落差別解消教育を通じてあらゆる差別をなくす教育が

行われており、よいことだと思う」（74.3％）と回答しており、これらは教育の

成果であり、今後も教育の継続と充実が求められています。

2016 年（平成 28 年）に施行された「部落差別の解消の推進に関する法律」

の目的は、現在もなお部落差別が存在するとともに、情報化の進展に伴って部

落差別に関する状況の変化が生じていることを踏まえ、部落差別の解消を推進

し、部落差別のない社会を実現することです。今後も継続して、この法律の意

義を幅広く市民に周知するとともに、この問題についての正しい理解と、差別

をなくしていく実践力を養っていく教育・啓発が必要です。
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問 17 あなたの家族の一人が被差別地区（同和地区）出身の人と結婚するという話があったときにど

う考えるでしょうか。（〇は１つだけ）

被差別地区（同和地区）出身の人との結婚については、全体でみると「被差別地区の人であろうと
なかろうと関係はない、そのことで反対はしない」（39.5％）の割合が最も高く、次いで「被差別地
区の人であることが気にはなるが、本人の意志を尊重し、反対はしない」（25.5％）、「わからない」
（18.8％）となっています。
性別でみると、男性では「反対はしない」の割合が女性より高く、女性では「わからない」の割合

が男性より高くなっています。
前回（平成 28 年）、前々回（平成 23年）調査と比べると、調査する度に「反対はしない」の割合

が増加しています。
部落差別問題についての学習経験の有無別でみると、ある人では「反対はしない」の割合がない人

より高くなっています。

2021 年（令和 3年）実施の「人権問題に関する市民意識調査」報告書より

39.5%

43.7%

37.0%

16.7%

25.5%

29.1%

23.4%

16.7%

12.3%

10.5%

13.0%
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1.5%
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ことに抵抗を感じる(n=6)
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被差別地区の人であろうとなかろうと関係はない、そのことで反対はしない

被差別地区の人であることが気にはなるが、本人の意思を尊重し、反対はしない

反対はするが、本人の意思が強ければやむをえないと思う

絶対に反対する

わからない

無回答
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25.5%
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12.3%
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反対はするが、本人の意思が強ければやむをえないと思う

絶対に反対する

わからない

無回答
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（３） 推進方針

豊後大野市が目指すのは、「部落差別の解消」であり「部落差別の撤廃」です。

具体的には、「部落差別に関する正しい理解、知識等を体得する」⇒「偏見や差

別意識等に気づき、その意識を払拭・変革する」⇒「正しい理解と認識に基づ

いて、部落差別が生起した際に適切に対処し、部落差別解消に向けた活動に貢

献・協力する」この三つの要素を踏まえた教育・啓発を充実・強化することを

通して、市民の人権意識（部落差別撤廃のための必要な知識・認識）の向上を

図ります。そのために、次のとおり推進方針を定めます。

① 市民に対して「部落差別解消推進法」の周知と、部落差別問題についての

正しい理解と、差別をなくしていく実践力を養っていく教育・啓発を推進し

ます。

② 人権・部落差別問題等に関する「関係課会議」等を定期的に開催して、現

状での課題及び各部署での取組を共有して、各種事業の充実を図ります。

③ 市の機関及び各学校等で、関係する企業・団体等に対する研修の横断的な

体制の確立と、あらゆる場での教育・啓発の一層の推進を図ります。

④ 国・県・他の自治体との連携を図り、教育・啓発活動を推進します。

⑤ 関係職員の資質の向上をはじめ出前相談も含めた相談体制の充実を図ると

ともに、隣保館等の機能の向上に努めます。

図表 隣保館の機能

⑥ 「部落差別問題に関する市民意識調査」、「被差別地区出身者の意識調査」

等を関係団体との連携により実施し、部落差別の実態の把握に努めます。

⑦ インターネット上での部落差別等の現状を監視し集約するとともに、部落

差別の解消のための教育・啓発を推進します。

⑧ 人権教育については、教育委員会が策定している「豊後大野市部落差別解

消教育の推進に係る基本計画および教育基本方針」に基づき、取り組みます。

（４） 具体的な取組にむけて

教育・啓発活動（施策・事業）の柱として、①市民に対する教育・啓発、②

きめ細かな教育・啓発、③地域に密着した教育・啓発、④人権教育・啓発の拠

セーフティネットの拠点 地域福祉の拠点 情報発信の拠点

今日的な社会的援護、社会的

困難な課題を発見し、解決す

るための地域拠点

地域社会の共生のまちづく

りへの創意工夫と仕掛け

社会的排除や摩擦、孤立な

ど、地域が抱える課題を分か

りやすく情報発信する

ワンストップの相談機能と

関係機関との連携

出前相談等により様々な課

題を抱えた人たちの実態と

ニーズを把握し、諸課題の解

決

人権啓発

暮らしにかかわる“よろず相

談”、地域の困りごとが気軽

に持ち込まれる地域拠点

地域福祉を担う人たち、グル

ープを育て、出会い、交流す

る場

相談活動や地域福祉活動で

発見した新たな課題を社会

に情報発信する（提言）
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点施設・機関による教育・啓発、⑤関係機関・関係団体との連携・協働による

教育・啓発、⑥企業における教育・啓発、⑦公的機関・団体など特定職業事業

所における教育・啓発 を基本に定め、具体的な取組を推進します。
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２ 女性の人権問題

（１） これまでの情勢

わが国では、国際婦人年を受けて総理府に「婦人問題企画推進本部」を設置

し、1977 年（昭和 52 年）には、「国内行動計画」を策定して、女性の地位向上

に向けた本格的な取組が始まりました。

1985 年（昭和 60 年）には、「国籍法」の一部改正や「男女雇用機会均等法」

を公布するなど国内制度を整備し、「女性差別撤廃条約」を批准しました。1996

年（平成 8年）には、＊7男女共同参画社会の形成を促進する新たな行動計画で

ある「男女共同参画 2000 年プラン」が策定されました。

法整備では、1997 年（平成 9年）に男女雇用機会均等法が改正され、雇用・

就業における男女間の差別の禁止や＊8セクシュアル・ハラスメント防止のため

の事業主の配慮義務の規定が追加されました。1999 年（平成 11 年）には、「男

女共同参画社会基本法」が施行され、男女共同参画社会の形成が促進されまし

た。さらに、2016 年（平成 28 年）には「女性の職業生活における活躍の推進

に関する法律」が全面施行、2019 年（令和元年）6月に一部改正が交付され、

女性の職業生活における活躍が迅速かつ重点的に推進されることとなりました。

また、女性に対する暴力が急増していることから、2000 年（平成 12 年）に

「＊9ストーカー行為等の規制等に関する法律」、2001 年（平成 13年）には、「Ｄ

Ｖ防止法」が施行されました。「ＤＶ防止法」は 2004 年（平成 16 年）に一部改

正され、保護命令制度の拡充や被害者の自立支援を明確化し、さらに 2007 年（平

成 19年）にも一部改正され、再度の保護命令制度の拡充と市町村による基本計

画策定及び配偶者暴力相談支援センター設置を努力義務化しました。また、2013

年（平成 25年）にも、一部改正され、「生活の本拠を共にする交際相手からの

暴力」も法の適用対象となりました。

また、2022 年（令和 4年）5月、「困難な問題を抱える女性への支援に関する

法律」が成立し、女性の福祉増進や人権尊重のため、国と自治体は支援に取り

組む責務があると打ち出されました。

大分県は、1980 年（昭和 55 年）に「婦人の明日をひらく－県内行動計画」、

1991 年（平成 3年）には「おおいた女性プラン 21」を策定しました。さらに、

2001 年（平成 13 年）には「おおいた男女共同参画プラン」を策定し、男女の

平等と人権の尊重を基本理念として男女平等をめぐる意識変革や女性に対する

暴力の根絶等を基本目標に盛り込みました。また、2016 年（平成 28年）3月に

「第 4次おおいた男女共同参画プラン」を策定しています。

2002 年（平成 14 年）には、男女が互いにその人権を尊重しつつ、責任も分

かち合い、性別に関わりなく、その個性と能力を十分に発揮することができる

男女共同参画社会の実現をめざすため、「大分県男女共同参画推進条例」を制定

しました。2005 年（平成 17 年）、配偶者からの暴力を防止し、被害者を保護す

るための施策を総合的かつ計画的に推進するため「大分県ＤＶ対策基本計画」

を策定し、2009 年（平成 21 年）に、ＤＶ被害者支援を強化するため同計画を

改訂し、さらに 2012 年（平成 24年）に、ＤＶ被害者の保護と自立支援を強化

するため同計画を改定しました。加えて、2017 年（平成 29年）3月に、暴力根
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絶のための啓発と教育の充実のため、同計画を改定しました。

また、2002 年（平成 14 年）には、ＤＶの被害女性からの相談を受け支援に

ついての情報を提供するため大分県婦人相談所を「配偶者暴力相談支援センタ

ー」に指定し、2003 年（平成 15年）には、男女共同参画の拠点施設として「消

費生活・男女共同参画プラザ＜アイネス＞」を開設し、それ以来「女性の総合

相談」を受けていた「アイネス」を 2009 年（平成 21年）県内 2ヶ所目となる

配偶者暴力相談支援センターに指定しました。

2016 年（平成 28年）4月、性犯罪・性暴力の被害者をワンストップで総合的

に支援する「おおいた性暴力救援センター・すみれ」を開設しました。なお、

県では、アイネスにおいて「男性総合相談」も受け付けており、男女がともに

自分らしく生きていくことのできる社会づくりをめざしています。

（２） 現状と課題

豊後大野市では、2005 年（平成 17 年）に「豊後大野市男女共同参画推進条

例」を制定し、2006 年（平成 18 年）には「男女共同参画社会づくりに向けて

の市民意識調査」を実施、併せて「豊後大野市男女共同参画基本計画」を策定

し、市民と行政が一体となって男女共同参画社会の実現に向けて取り組んでき

ました。

計画策定後 10年が経過する 2015 年（平成 27年）には、これまでの取組の評

価及び今後の取組の参考とするため、「男女共同参画社会づくりに向けての市民

意識調査」を実施しました。結果として、男女間における＊10固定的役割分担意

識は依然として根強く残っており、＊11ワーク・ライフ・バランスの確立や、Ｄ

Ｖ（ドメスティック・バイオレンス）対策など、男女共同参画社会実現にはま

だ多くの課題があること、これまで以上に取組の強化が必要であることを再認

識しました。

これらの結果を基に、2016 年（平成 28 年）に「豊後大野市ＤＶ対策基本計

画」及び「女性活躍推進法に基づく市町村推進計画」を含めた「第 2次豊後大

野市男女共同参画基本計画（ぶんごおおの生き活きプラン）」を策定しました。

2020年度（令和2年度）は、「第2次豊後大野市男女共同参画基本計画」の中間

年に当たることから、「男女共同参画社会づくりに向けての市民意識調査」を実

施し、これまでの取組の検証を行いました。その結果、男女共同参画に関する

認識は以前より広まりつつありますが、固定的性別役割分担意識とそれに基づ

く慣習や制度等は依然として根強く存在していることや、政策や方針決定の場

への女性の登用・参画が少ないこと、配偶者等からの暴力（ＤＶ）対策や性的

マイノリティへの支援等の様々な課題が見えてきました。

2021年（令和3年）の「人権問題に関する市民意識調査」では、「あなたの身

の回りでは、一般的に男女平等が実現していると思いますか」という質問につ

いて、家庭・職場・地域生活において「男女平等が実現していると思う」と回

答した人の割合は前回と比較して減少し、「女性に不利益だと思う」と回答した

人の割合が増加しています。このことは、2021年（令和3年）3月に発表された

日本の「ジェンダー・ギャップ指数」（男女差を図る指標で、各国が自国のジェ

ンダー・ギャップを把握し、男女格差を解消することを目的に公表されるもの）
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が調査対象である156カ国中120位であったことや、東京オリンピック・パラリ

ンピック大会関係者の女性蔑視発言、コロナ禍で非正規雇用の女性たちに深刻

な状況が生じていることなどの影響が考えられます。また、性別でみると、男

性では「男女平等が実現していると思う」の割合が女性より高く、女性では「女

性に不利益だと思う」の割合が男性より高い傾向が出ています。今後も、女性

差別は男性側の問題であることをふまえて、お互いの人権を尊重する教育・啓

発をしていく必要があります。

「女性の人権上、問題があると思われるのはどのようなことですか」という

質問について、「男女の固定的な役割分担意識（「男は仕事、女は家庭」など）

に基づく差別的なあつかい」の割合が最も高く、次いで「職場における男女の

給与等の差別待遇」となっています。男女平等社会実現のために男女で支え合

うための環境づくりが大切であり、社会に根強く残っている男女の固定的役割

分担意識の解消、特に男性側の意識や行動を変えていく教育・啓発が必要です。

「結婚、家庭、出産、子育てについて、あなたのお考えに近いのはどれでし

ょうか」という質問について、これまでの固定的な役割分担意識が徐々に改善

されていることがわかります。このことは、これまで行ってきた教育・啓発の

成果であると言えます。しかしながら、依然として固定的な役割分担意識を持

っている方も相当数いることも現実であり、今後もねばり強く教育・啓発をし

ていく必要があります。

「あなたは、今後、女性が社会のあらゆる分野で平等に活躍するために、早

急に取り組んでほしいものは何ですか」という質問について、「男女を問わず家

事・育児等ができる環境づくりをすすめる」や「保育所や介護サービスなどを

充実させる」、「男性を優先する社会通念、習慣、しきたりを改める」、「女性が

安定した職業につけるようにする」と回答した人の割合が前回・前々回調査と

同様に高くなっています。今後も、固定的役割分担意識の解消と、男女を問わ

ず家事・育児等ができる環境づくりやワーク・ライフ・バランスの推進等が必

要です。



21

問４ 女性の人権上、問題があると思われるのはどのようなことですか。（〇はいくつでも）

女性の人権上、問題があると思われることについては、全体でみると「男女の固定的な役割分担意

識に基づく差別的なあつかい」（55.7％）の割合が最も高く、次いで「職場における男女の給与等の

差別待遇」（38.6％）、「女性のヌード写真など掲載した雑誌・新聞や出会い系サイト、ネット上での

ポルノ画像などが氾らんしている」（27.0％）となっています。

性別でみると、男性では「職場における男女の給与等の差別待遇」の割合が女性より高く、女性で

は「家庭内における夫から妻に対する暴力・暴言など」の割合が男性より高くなっています。

2021 年（令和 3年）実施の「人権問題に関する市民意識調査」報告書より

55.7%

38.6%

24.2%

15.9%

13.1%

27.0%

3.7%

13.9%

57.1%

41.3%

19.4%

16.6%

11.3%

27.1%

4.0%

10.1%

55.5%

37.2%

26.3%

15.4%

14.1%

26.6%

2.9%

16.4%

16.7%

33.3%

50.0%

16.7%

16.7%

50.0%

16.7%

0.0%

男女の固定的な役割分担意識（「男は仕事、女は家庭」な

ど）に基づく差別的なあつかい

職場における男女の給与等の差別待遇

家庭内における夫から妻に対する暴力・暴言など

地域や職場における性的いやがらせ

職場における上司からのいじめ

女性のヌード写真など掲載した雑誌・新聞や出会い系サイ

ト、ネット上でのポルノ画像などが氾らんしている

その他

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

全体(n=648) 男性(n=247) 女性(n=384) 男性か女性か答える

ことに抵抗を感じる(n=6)
10歳代
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（３） 推進方針

「豊後大野市ＤＶ対策基本計画」及び「女性活躍推進法に基づく市町村推進

計画」を含めた 2021 年（令和 3年）策定の「第 2次豊後大野市男女共同参画基

本計画（ぶんごおおの生き活きプラン）改訂版」に基づき、男女共同参画推進

施策を総合的かつ計画的に実施し、豊後大野市に住み、働き、学ぶ市民・各種

団体・企業等と市がともに連携しながら取り組んでいきます。

① 男女平等をめざした人づくり

男女共同参画に関する認識は以前より広まりつつありますが、固定的な性

別役割分担意識やそれに基づく慣習や制度等が根強く存在している状況が、

市民意識調査でもあらわれています。誰もが自立したひとりの人間として、

平等で自分らしくいきいきと生活するために、家庭・職場・地域・教育の場

などのあらゆる場において、男女共同参画社会をめざした教育や意識啓発を

推進します。

② 男女共同参画社会実現のための環境づくり

少子高齢化や社会情勢の変化に対応し、活力ある豊かな社会を築くために

は、男女一人ひとりが社会の対等な構成員としてあらゆる分野に参画し、そ

の個性と能力を十分に発揮することが求められています。このような社会を

実現させるために、ワーク・ライフ・バランスを推進し、男女一人ひとりが

健康で安心して暮らせる環境づくりに努めます。また、様々な困難をかかえ

る市民への理解を推進し、支援を図ります。

③ 暴力を許さない社会づくり

配偶者やパートナーからの暴力（ＤＶ)、性犯罪、性暴力、セクシュアル・

ハラスメント、ストーカーなど、あらゆる暴力根絶の意識啓発を推進すると

ともに、相談体制の充実や被害者支援の体制整備の強化を図ります。

④ 男女がともに参画するまちづくり

少子高齢化による人口減少が進む中、活力ある地域社会を形成するために

は、多様な人材の活用、多様な視点の導入、新たな発想の取り入れ等が必要

です。自治会や防犯など、様々な活動に男女が参画できるような取組を行う

とともに、政策・方針決定過程への女性の参画拡大を図ります。また、市民

一人ひとりが多様な文化や価値観に触れ、違いを認め合う意識が醸成される

よう国際理解の推進に努めます。
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３ 子どもの人権問題

（１） これまでの情勢

わが国では、1951 年（昭和 26 年）に制定された児童憲章で「児童は、人と

して尊ばれる」、「児童は、社会の一員として重んぜられる」、「児童はよい環境

のなかで育てられる」として、実質的に子どもの権利を宣言するものとなりま

した。児童福祉法は、「子どもを健やかに育成する」義務を大人に課しました。

また、教育基本法は、「個人の尊厳を重んじ、真理と平和を希求する人間の育成

を期する」ことを教育の目的として掲げています。

1994 年（平成 6年）に日本政府は「子どもの権利に関する条約」を批准し、

1999 年（平成 11 年）に制定された「児童買春、児童ポルノに係る行為等の規

制及び処罰並びに児童の保護等に関する法律（児童ポルノ禁止法）」では児童に

対する性的搾取や性的虐待が児童の権利を著しく侵害するものであることを、

また、2000 年（平成 12年）に制定された「児童虐待の防止等に関する法律（児

童虐待防止法）」は、児童虐待が児童の心身の成長及び人格の形成に重大な影響

を与えることを明らかにして、子どもの権利利益の擁護が明記されました。2003

年（平成 15年）には、インターネット利用に起因した児童買春その他の犯罪か

ら児童を保護し、児童の健全な育成に資するため、「インターネット異性紹介事

業を利用して児童を誘引する行為の規制等に関する法律(出会い系サイト規制

法）」が制定されました。また、2013 年（平成 25 年）には「子どもの貧困対策

の推進に関する法律」が成立し、2014 年（平成 26年）に施行されました。

いじめに関しては、2013 年（平成 25年）9月に「いじめ防止対策推進法」が

施行されました。同年 10月に「いじめの防止等のための基本的な方針（国の基

本方針）」を策定、2017 年（平成 29 年）に一部改正され、いじめの防止等のた

めの対策が一層推進されることとなりました。

また、2019 年（令和元年）6月に児童虐待防止対策の強化を図るため、親権

者等による体罰の禁止や懲戒権の在り方の検討についての措置を講ずること等

を盛り込んだ「児童福祉法等の一部を改正する法律」が公布され、一部の規定

を除き、2020 年（令和 2年）4月から施行されました。

さらに、2022 年（令和 4年）児童の意見聴取等の仕組みの整備や児童をわい

せつ行為から守る環境整備等を盛り込んだ「児童福祉法等の一部を改正する法

律」が公布され、一部の規定を除き、2024 年（令和 6年）4月から施行されま

す。また、2022 年（令和 4年）に成立した「こども基本法」には、子どもの生

きる権利や意見表明権などが包括的に明記されました。

大分県は、2000 年（平成 12 年）に「第 5次大分県総合教育計画」を策定し、

家庭や学校、地域社会が連携して子どもを育む施策の方向を示しました。

2005 年（平成 17 年）には「おおいた子ども育成プラン 21」を継承した「お

おいた子ども・子育て応援プラン」を策定し、子どもを保護の客体としてでは

なく、基本的人権の権利主体として認め、一層の権利擁護を図ることにしまし

た。さらに、同年に「青少年の健全な育成に関する条例」を制定し、青少年に

対する県民の責務及び県民相互の協力を規定しました。

また、「豊の国青少年プラン 21」を継承した「大分県青少年健全育成基本計
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画」を 2006 年（平成 18年）に策定し、青少年の人権尊重を目標としたほか、

2014 年（平成 26 年）に「大分県いじめ防止基本方針」を策定し、一層の教育・

啓発や虐待・いじめ防止対策に取り組んでいます。そして、2016 年（平成 28

年）3月に「大分県子どもの貧困対策推進計画」を策定し、「子どもの貧困対策」

に総合的に取り組んでいます。

（２） 現状と課題

豊後大野市では、子どもの利益が最大限尊重され、子どもの成長を通じて親

や地域のみんながともに成長することをめざし、2005 年（平成 17 年）に「豊

後大野市キラキラこどもプラン（次世代育成支援地域行動計画）」を策定し、子

どもの成長、子育てへの支援に関する様々な施策に取り組んできました。

次世代を担う子どもの健やかな成長のためには、子どもの育ちと子育てを、

地域社会をはじめ社会全体で支援していくことが必要であり、「子どもの最善の

利益」が実現される社会を目指すとの考え方を基本に、子どもの視点に立ち、

子ども・子育て支援給付及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保な

ど、子ども・子育て支援のための取組を総合的に推進する「第 2次豊後大野市

キラキラこどもプラン（子ども・子育て支援事業計画）」を 2015 年（平成 27

年）に策定しました。

しかし、社会情勢は少子化の流れが留まることなく、加えて子どもの貧困問

題が表面化したことから、国は 2017 年（平成 29 年）6月に「子育て安心プラ

ン」を公表し、幼児期の教育及び保育の重要性に鑑み、子ども・子育て支援法

の一部を改正した「子育てのための施設等利用給付」を創設し、利用者負担を

無償化する等の措置を講じることで、子育てを行う家庭の経済的負担の軽減を

はじめとする総合的な少子化対策を推進していくことになりました。

さらに、「第二期市町村子ども・子育て支援事業計画における『量の見込み』

の算出等の考え方」に準じ、2018 年度（平成 30 年度）に実施した実態調査結

果を踏まえながら、子ども・子育て支援に係る利用ニーズを含めた利用希望等

を見直しました。その上で、「子ども・子育て会議」等で議論を重ね、教育・保

育や地域子ども・子育て支援事業の見込量などを勘案した結果、保育の受け皿

の拡大や保育の質の確保などの提供体制の充実を盛り込んだ「第 3次豊後大野

市キラキラ子どもプラン（子ども・子育て支援事業計画）」を 2020 年（令和 2

年）に策定しました。本計画では、「幼児教育の無償化」等の少子化対策を確実

に実施できるよう、社会的な支援の必要性が高い子どもやその家族を含めたす

べての子どもに向けた質の高い教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業を

推進するとともに、子どもの貧困対策推進法に関する施策を含め、次世代育成

支援推進法による関連施策を計画的に実施し、本市に居住する子どもやその家

族にとって「切れ目のない支援による子育ち、子育て環境の充実」をめざして

います。

また、2022 年（令和 4年）6月に市内の人権教育・保育等関係者による豊後

大野市人権・部落差別解消教育・保育連絡会において、子どもを真ん中に、子

どもの生きる権利とその成長を保障するための「豊後大野市人権教育保育指針」

（P58 参照）を決定しました。
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学校教育においては、2017 年（平成 29 年）に『豊後大野市「部落差別解消

教育」の推進に係る基本計画及び教育基本方針』を策定し、その後一部改訂し、

市民一人ひとりがお互いを尊重し合い、心と心のつながりを大切にしている住

みよい社会の実現をめざし、主体的に参画していく児童生徒の育成を図ってき

ました。

また、2013 年（平成 25年）8月に策定した「豊後大野市いじめ防止等基本方

針」を 2018 年（平成 30年）に改定し、市民からの期待に応える学校づくりを

推進し、積極的にいじめ防止対策に取り組んでいます。

2021 年（令和 3年）の「人権問題に関する市民意識調査」では、「今の子ど

もがおかれている状況をどう感じているか」という質問について、家庭や学校

の中における子どもの状況は「幸せな生活を過ごしているように思う」と「だ

いたい幸せなように思う」と回答した人の割合が大半をしめていますが、学校

の中では「あまり幸せではないと思う」と「わからない」と回答した人の割合

が調査する度に増加しています。児童相談所への虐待の相談件数が 2020 年度

（令和 2年度）に初めて 20万件を超えるなど増加に歯止めがかかっていない現

状や、学校や家庭での教育のあり方、いじめ問題、所得格差による家庭環境の

悪化等が影響していると考えられます。コロナ禍で社会活動が制限される中、

家庭や子どもが孤立しやすくなっており、これまで以上に社会全体での目配り

が必要です。

「子どもの人権上、問題があると思われるのはどのようなことですか」とい

う質問について、「仲間はずし・無視などいやがることをしたり、いじめをおこ

なうこと」、「いじめを見て見ぬふりをすること」、「家庭で親が虐待（ぎゃくた

い）・体罰（たいばつ）をおこなうこと」と回答した人の割合が前回・前々回調

査に引き続き高いことから、これまで以上にいじめや虐待・体罰防止のための

教育・啓発を進めていくことが必要です。

「近所の子どもが虐待を受けている事実を知った場合、あなたはどのような

行動をとると思いますか」という質問について、「市役所や民生委員・児童委員

などに連絡する」と回答した人の割合が最も高く、次いで「その子どもの通う

学校・幼稚園・保育所（園）・こども園などに連絡する」、「警察に連絡する」と

なっています。子どもの人権を守るために、行政・地域・教育機関等社会全体

が連携して取り組む必要があります。

いじめや体罰、児童虐待、児童ポルノ等の性被害など、子どもが被害者とな

る事案があとを絶たない中、一人の人間として子どもの人権が最大限に尊重さ

れるよう、教育・啓発を継続していくことが大切です。
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問８ 子どもの人権上、問題があると思われるのはどのようなことですか。（〇は４つ）

子どもの人権上、問題があると思うことについては、全体でみると「仲間はずし・無視などいやが

ることをしたり、いじめをおこなうこと」（68.2％）の割合が最も高く、次いで「いじめを見て見ぬ

ふりをすること」（56.3％）、「家庭で親が虐待（ぎゃくたい）・体罰（たいばつ）をおこなうこと」（47.2％）

となっています。

前回（平成 28 年）、前々回（平成 23年）調査と比べると、調査する度に「学校で教師が体罰（た

いばつ）をおこなうこと」の割合が増加していますが、「テレビやテレビゲーム・マンガなどで殺人、

暴力的な場面が多いこと」の割合は大幅に減少しています。

2021 年（令和 3年）実施の「人権問題に関する市民意識調査」報告書より
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うこと

進学・就職等の選択で子どもの意見を無視すること

多様な能力を評価せずに、学力評価を優先すること

テレビやテレビゲーム・マンガなどで殺人、暴力的な場面が

多いこと

児童買春・児童売春・児童ポルノ等の対象となること

家庭の経済状況が理由で、子どもが自己実現※できないこと

（子どもの貧困）

子どもが、祖父母や幼い兄弟など家族の介護や世話をしてい

ること（ヤングケアラー）

その他

わからない

無回答
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（３） 推進方針

「第 3次豊後大野市キラキラこどもプラン（子ども・子育て支援事業計画）」

に基づき、8つの基本目標を設定し、総合的に施策を推進します。

① 地域における子育ての支援

子育ての基本は家庭であるという考えの中で、利用者のニーズを踏まえた、

よりきめ細かな多様な支援が求められています。保育サービスの充実はもち

ろん、子育てに関する情報の発信や子育て相談の場の整備を図り、地域的な

偏在をなくすなど、誰もが安心して活用できる子育て支援の仕組みをつくり

ます。

② 子どもと親の健康の確保の推進

乳幼児が心身ともに健やかに成長でき、親が安心して育児できる体制の整

備を図るとともに、安心して妊娠・出産できる環境づくりを推進します。ま

た、子どもの頃から望ましい食生活や規則正しい生活習慣を身につけるため

の取組を推進します。その他、思春期保健対策の充実を図ります。

③ 子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備

子どもが、心身ともに健康で豊かな人間性をもった次代の親として成長し

ていくための支援を図ります。さらに、地域の一員として自立した子どもの

成長に向けて、地域での教育力の向上に努めます。また、子育てを通して親

自身も自己を向上させることができるよう支援していきます。

④ 子育てを支援する生活環境の整備

子どもを安心して生み育てるためには、住環境や道路交通環境、建築物等

の整備や子どもが犯罪などの被害に遭わないようなまちづくりが必要です。

そのため、安全に、安心して子育てできるまちづくりを推進し、子どもや親

子が健康的に暮らせる生活環境の整備を推進します。

⑤ 職業生活と家庭生活の両立の推進等

仕事と子育ての両立支援や子育て中の家庭の負担軽減を図るため、男性を

含めた働き方や就業体制を見直し、男女がお互いに協力しあいながら子育て

を行える働きやすい環境整備を目指すとともに、国、県、事業所、関係団体

と連携を図りながら、広報・啓発活動を推進します。

⑥ 子どもの安全の確保

全国的に犯罪の増加、凶悪化など、子どもを取り巻く環境は悪化し、子ど

もが様々な犯罪に巻き込まれることが多くなっています。子どもの視点に立

った、交通安全対策や防犯対策を行政、地域、学校などが連携して、犯罪な

どの防止に配慮したまちづくりを進めます。また、犯罪やいじめ、児童虐待

等の被害にあった子どもやその家族に対するきめ細かな支援を行います。

⑦ きめ細かな対応が必要な子どもへの支援の推進

少子化や核家族化の進展に伴い、人間関係が希薄化し、子育てについて助

言を受ける機会も少なくなっている傾向があります。このような中で、母親

への育児負担が増え、子育て家庭の育児の孤立化が進み、育児不安や子ども

の発達に関する相談が増えています。このため、特に支援が必要な児童やそ

の家庭へのきめ細かな対応や児童虐待防止対策等の充実に取り組みます。

また、家事や家族の世話を日常的に行うことで、生活に支障が生じて支援

を要する「ヤングケアラー」については、福祉や介護、医療、教育など様々
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な分野においてアウトリーチによる早期発見や連携が重要です。ヤングケア

ラーについての周知・啓発を図りながら、既存制度を活用した適切な支援と

併せ、相談しやすい環境づくりに努めます。

⑧ 子どもの貧困対策（豊後大野市子どもの貧困対策推進計画）

すべての子どもたちが夢と希望をもって成長していける社会の実現をめざ

し、子どもたちの成育環境を整備するとともに、教育を受ける機会の均等を

図り、生活の支援、保護者への就労支援等と併せて、子どもの貧困対策を総

合的に推進することが重要であるとの方針のもと、地域ネットワークづくり

や地域人材の育成等に取り組みます。

【学校教育】

学校教育においては、人権や人権擁護に関する基本的知識を身につけ（知

的理解）、人権がもつ意義や内容を直感的に感受し、それらを共感的に受け止

めようとする人権感覚を育成をめざします。更に知的理解と人権感覚を基盤

として自分と他者との人権擁護を実践しようとする意欲や態度を向上させ、

これら意欲や態度を実際の行動に結び付ける実践力・行動力の育成をめざし

ます。

また、「居場所のない子ゼロ」「いじめ見逃しゼロ」をめざし、不登校・い

じめ対策を強化します。

【社会教育】

社会教育においては、子どもの人権の重要性について正しい認識と理解を

深めるため、公民館などにおける各種学級・講座等の学習内容の充実に努め

ます。特に、親に対する家庭教育についての学習機会や情報の提供など家庭

教育を支援する取組の充実に努めます。
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４ 高齢者の人権問題

（１） これまでの情勢

わが国では、1986 年（昭和 61年）に「長寿社会対策大綱」が定められ、1995

年（平成 7年）に「高齢社会対策基本法」が施行されて、高齢社会対策の基本

理念と施策の基本的枠組みを明らかにしました。1996 年（平成 8年）には、同

法に基づく「高齢社会対策大綱」が定められました。更に、団塊の世代が高齢

期を迎えて本格的な高齢社会に移行することから、2001 年（平成 13 年）には

新しい「高齢社会対策大綱」が閣議決定されました。

高齢者の保健福祉分野では、1989 年（平成元年）に「高齢者保健福祉推進 10

か年戦略（ゴールドプラン）」を策定し、公共サービスの 10 年間の基盤整備目

標を設定しました。このプランは、1999 年（平成 11 年）の「ゴールドプラン

21」へと継承されています。

2000 年（平成 12 年）からは介護保険法が施行され、介護支援制度が行政の

措置から利用者の契約に基づく保険制度に転換しました。また、近年、高齢化

が急速に進展する中で家庭内での暴力や介護放棄などによる高齢者虐待が深刻

な状況にあることから、2006 年（平成 18年）「高齢者虐待の防止、高齢者の養

護者に対する支援等に関する法律」が施行され、虐待を受けた高齢者に対する

保護のための措置、養護者の負担の軽減を図ること等の高齢者虐待の防止に資

する支援措置が講じられました。

大分県は、「おおいた高齢者いきいきプラン」（第７期）において、団塊ジュ

ニア世代が６５歳以上となる２０４０年問題を見据え、地域包括ケアシステム

の深化・推進を目指しつつ、誰もが互いに支え合いながら自分らしく暮らすこ

とができる「地域共生社会の実現を」を目指した施策の展開を図っています。

（２） 現状と課題

豊後大野市では、これまでサービス提供基盤の整備をはじめ、地域支援、生

活支援、介護支援の取組や介護予防施策の充実など、高齢者福祉施策及び介護

保険サービスの展開を総合的に推進してきました。

2018 年（平成 30 年）に策定の「豊後大野市老人福祉計画及び第 7期介護保

険事業計画」では、「人が人として尊厳を持ち、健康で生きがいを感じながら、

地域で支え合い、認知症や要介護の状態になっても、安心して暮らすことがで

きるまち」を基本理念とし、「地域包括ケアの深化と推進」を全体目標に掲げ、・

高齢者の地域・社会活動、学習活動、就業活動等への参加促進、・高齢者の安全・

安心な暮らしの確保 などの 12 項目の基本目標により地域包括ケアシステム

の実現にむけた取組を進めてきました。

市の高齢者人口は、2017 年（平成 29 年）をピークに減少傾向にありますが、

高齢化率は毎年増加を続け、団塊の世代が 75歳以上になる 2025 年（令和 7年）

には 45.8％に到達する見込みとなっています。

こうした状況の中、地域包括ケアシステムの実現に向けたこれまでの取組を

踏まえ、このたび、「人が人として尊厳を持ち、健康で生きがいを感じながら、

地域で支え合い、認知症や要介護の状態になっても、安心して暮らすことがで
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きるまちを目指す」ことを基本理念とした「豊後大野市老人福祉計画及び第 8

期介護保険事業計画」を 2021 年（令和 3年）3月に策定しました。

2021 年（令和 3年）の「人権問題に関する市民意識調査」では、「今の高齢

者がおかれている状況をどう感じているか」という質問について、家庭や社会

の中における高齢者の状況は「たいせつにされていると思う」と、「だいたいた

いせつにされていると思う」と回答した人を合わせるとその割合は前回調査、

前々回調査と比較して増加しています。しかし、70歳以上の高齢者の回答では、

その割合が他の年代に比べて減っている状況をみると、家庭や社会の中で高齢

者に対する人権的な配慮や学びがより必要であると思われます。

「高齢者が生活していく上で、どのようなことが不便・支障と考えますか」

という質問について、「一人暮らし、閉じこもり、寝たきり等への不安やさまざ

まな不便があること」や「経済的に自立が困難なこと」と回答した人の割合が

前回・前々回調査と同様に高くなっています。また、今回新しく選択肢に入れ

た「認知症等になり、日常生活に困難が生じること」と回答した人の割合も高

くなっています。老後の生活に不安や不便を感じている人が多いことから、高

齢者が安心して暮らせるように、行政・家庭・地域・福祉施設等が連携した環

境の整備や、高齢者の人権を守る教育・啓発を推進する必要があります。また、

認知症をはじめ、高齢者の現状について正しい理解を全世代に向けて行ってい

く必要があります。

今なお、高齢者への身体的・心理的虐待などの人権問題が発生している中、

高齢者がいきいきと暮らせる社会の実現のため、高齢者についての理解を深め、

高齢者を大切にする心を育てることが必要です。
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問 11 高齢者が生活していく上で、どのようなことが不便・支障になると考えられますか。

（〇は４つ）

高齢者が生活していく上で、不便・支障になることについては、全体でみると「一人暮らし、閉じ

こもり、寝たきり等への不安や交通手段などさまざまな不便があること」（77.8％）の割合が最も高

く、次いで「認知症等になり、日常生活に困難が生じること」（73.5％）、「経済的に自立が困難なこ

と」（58.6％）となっています。

前回（平成 28 年）、前々回（平成 23年）調査と比べると、調査する度にほとんどの項目で減少し

ていますが、「一人暮らし、閉じこもり、寝たきり等への不安や交通手段などさまざまな不便がある

こと」の割合が増加しています。

2021 年（令和 3年）実施の「人権問題に関する市民意識調査」報告書より
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（３） 推進方針

「豊後大野市老人福祉計画及び第 8期介護保険事業計画」に基づき、地域包

括ケアシステムの実現と地域共生社会の推進のため、下記のとおり６の基本目

標について、各種事業・施策を計画的に進めていきます。

① 高齢者の地域・社会活動、学習活動、就業活動等への参加促進

高齢者の地域・社会活動への積極的な参加を促し、高齢者が相互に支援し

あう地域づくりを推進します。また、これまでも高齢者の地域・社会活動、

学習活動、就業活動等への参加促進のための各種施策に取り組んできました

が、「閉じこもり」を防止し、いきいきとした生活が送れるよう、今後もこう

した事業を引き続き推進します。

② 高齢者の安全・安心な暮らしの確保

防災対策として、自主防災組織の充実や情報伝達のための環境づくりなど

基盤整備を図るとともに、災害に対する意識、知識の向上や関係機関と地域

住民との連携による高齢者への緊急時の対応、救援体制づくりについて、地

域防災計画との整合のもとに充実を図ります。また、成年後見制度の利用促

進や、高齢者虐待防止への取組を継続します。

また、防犯対策については、高齢者の消費者被害の防止や対処のための啓

発、情報提供・相談体制の充実、認知症高齢者等の権利を守る活動の総合窓

口として、地域包括支援センターを設置していますが、新たに成年後見支援

センターを設置したことから、今後もこれら施設に対する住民への認知度を

上げて、より気軽に相談ができる体制を強化します。更には、家庭や地域で

高齢者を支える施策に取り組みます。

③ 高齢者の快適な住まい環境の整備

高齢者が、住み慣れた地域の中で自立した生活を営んでいくための環境整

備に取り組みます。また、少しでも長く住み慣れた自宅での生活を続けるた

めの日常生活援助サービスの充実を図るとともに、住宅の整備を促進し、要

介護状態にならないよう取り組みます。更に、住まいを確保することが困難

な高齢者や虐待・災害などで自宅を離れざるを得ない高齢者、自宅で生活を

することへの不安を持っている高齢者のために、施設入居の施策も継続して

実施します。

④ 高齢者の自立支援・重度化防止等に資する施策の推進

高齢者が住み慣れた環境の中でできる限り長く自立した生活を営んでいく

ために、自立支援・重度化防止等に資する施策を展開する必要があります。

高齢者を取り巻く環境整備を進めるとともに自立を継続していくためのケア、

重度化しないためのケア及びその体制整備について具体的施策を実施します。

また、「認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地

域で安心して暮らせるまち」を基本目標に施策を推進します。

⑤ 介護サービス基盤の充実・介護人材の確保と質の向上

地域の高齢化や独居化がさらに進むと考えられる中、これまでの介護サー

ビスの充実を図るだけでは、在宅における介護の継続は、困難な状況になっ

ていくものと予測されます。そこで、介護保険サービスだけでなく、有償ボ

ランティアの開発や地域の共助によるインフォーマルサービス、認知症サポ
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ーターの育成等、住民主体の介護予防施策の充実を図っていきます。

さらに、必要なサービス量を維持していくため、介護人材の確保と質の向

上に向けた取組を推進していきます。

⑥ 地域共生社会の推進

支援を必要とする住民（世帯）が抱える多様で複合的な地域生活課題につ

いて、包括的な支援体制の構築の支援、地域の特性に応じた認知症施策や介

護サービス提供体制の整備等の推進、医療・介護のデータ基盤の整備の推進、

介護人材確保及び業務効率化の取組の強化、社会福祉連携推進法人制度の創

設等の福祉政策の展開を検討し、地域福祉やまちづくりと一体的な推進方策

をとり、関係機関と連携をとりながら地域共生社会の推進を図ります。
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５ 障がい者の人権問題

（１） これまでの情勢

わが国では、1993 年（平成 5年）に、障がい者の自立の促進と社会や経済、

文化その他あらゆる分野の活動への参加の促進を目的とする「障害者基本法」

が制定されました。

その後も、1994 年（平成 6年）に「高齢者、身体障害者が円滑に利用できる

特定建築物の建築の促進に関する法律（ハートビル法）」、2000 年（平成 12年）

に「高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関

する法律（交通バリアフリー法）」が制定されるなど、障がい者や高齢者が市民

として共に参加・利用できるまちづくりが取り組まれています。

2002 年（平成 14 年）には、新しい「障害者基本計画」が策定され、2004 年

（平成 16年）には、発達障がい者の早期発見と早期支援のための「発達障害者

支援法」が制定されました。

ハートビル法と交通バリアフリー法は、従来の駅、空港等の旅客施設から不

特定多数利用の建物に適用範囲を拡大し、2006 年（平成 18年）には、「高齢者、

障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー新法）」となりま

した。

また、2006 年（平成 18年）には「障害者自立支援法」が施行されましたが、

当事者や福祉事業従事者を構成員とした「障がい者制度改革推進会議」が 2009

年（平成 21年）に設置され、我が国の障がい者福祉制度の見直しが行われまし

た。

国連の障害者権利条約の制定を受け国内法の整備のため 2011 年（平成 23年）

「障害者基本法」の改正、2012 年（平成 24 年）「障害者総合支援法」の改正、

2013 年（平成 25年）「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害

者差別解消法）」が成立し、2016 年（平成 28 年）に施行されました。また、東

京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会を契機とした 2017 年（平成 29

年）2月の「ユニバーサルデザイン 2020 行動計画」や、2018 年（平成 30年）6

月施行の「障害者による文化芸術活動の推進に関する法律」などにより、今後

ますます共生社会の構築に向けた取組が進むことになりました。

大分県は、2016 年（平成 28年）4月の「障害者差別解消法」の施行と同時に、

「障がいのある人もない人も心豊かに暮らせる大分県づくり条例」を施行し、

共生社会の推進と障がいのある人の性、恋愛、結婚、子育て、親なきあとの生

活や防災対策等、人生の各段階における課題解消に向けた取組の充実を図るこ

ととしました。

また、2019 年（平成 31年）3月に、大分県障がい者基本計画（第 5期）、大

分県障がい福祉計画（第 5期）、大分県障がい児福祉計画（第 1期）を統合した

「大分県障がい者計画」を策定しました。この計画は、「人格と個性を尊重し合

える共生社会の実現」、「障がい者自らの決定による自己実現と社会参加の促進」

や「障がいを理由とする差別のない社会の実現」を基本理念として、「障がい者

の自己決定の尊重及び意思決定の支援」や「当事者本位の総合的な支援」、「障

がい特性等に配慮した支援」、「アクセシビリティの向上」、「障がいを理由とす
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る差別の解消」、「総合的かつ計画的な取組の推進」といった視点で、施策を実

施していくことになっています。

（２） 現状と課題

豊後大野市では、「障がいのある、なしにかかわらず、すべての市民がそれぞ

れの人格と個性を尊重し支え合いながら、生活の質を高め、住み慣れた地域で

共に生きる社会を目指すこと」を基本理念として掲げ、2007 年（平成 19 年）

に「豊後大野市障がい者基本計画」を策定し、「自立と社会参加の促進」、「バリ

アフリー化の促進」、「＊12ノーマライゼーション理念の普及」、「リハビリテーシ

ョン理念の普及」という 4項目の視点から計画を推進してきました。

2017 年（平成 29 年）には、計画に基づく取組の現状と残された課題を検証

しつつ、障がい者を取り巻く環境の変化と新たな課題に対応するため、「第 2

期豊後大野市障がい者基本計画」（平成 29 年度～平成 38年度）を策定しました。

この基本計画に基づき、2021 年（令和 3年）3月には、「豊後大野市第 6期障が

い福祉計画」、「豊後大野市第 2期障がい児福祉計画」を策定しています。

2012 年（平成 24 年）の障害者虐待防止法の施行に伴い、社会福祉課におい

て、相談・通報窓口（市町村障害者虐待防止センター）を設置しています。家

庭、障がい者福祉施設、職場において虐待を見つけた人は市町村等に通報の義

務があることや、早期発見、早期通報と相談が虐待の深刻化を防ぐことにつな

がることの周知・啓発を行い、障がいのある人が地域の中で尊厳をもって暮ら

せる社会の実現を図る必要があります。

また、市民に手話が言語であることへの理解を広めるとともに、障がい特性

に応じた多様なコミュニケーション手段が社会に浸透するための方策に努めま

す。

判断能力やコミュニケーション能力に障がいがある知的障がい者、精神障が

い者は、財産管理や生活上の様々な権利侵害を受けることが想定されるため、

これら障がい者の権利や財産などを守る取組が必要です。＊13成年後見制度や日

常生活自立支援事業など、権利擁護にかかわる制度を広く周知するとともに、

より利用しやすいネットワークづくりに取り組むことが必要です。

2016 年（平成 28 年）4月に施行された障害者差別解消法については、「市報

ぶんごおおの」を通じて市民に対する啓発や職員研修等を行うなど、障がい者

差別解消の推進に取り組んでいます。

2021 年（令和 3年）の「人権問題に関する市民意識調査」では、「今の障が

い者の人権が保障されていると思いますか」という質問について、法律や制度・

現実の日常生活において「保障（たいせつに）されていると思う」と回答した

人の割合が前回調査と比較してやや減少していますが、「だいたい保障（たいせ

つに）されていると思う」と回答した人の割合と合わせると増加しています。

前述の割合は、法律や制度上では 70.2％、現実の日常生活では 60.6％となって

おり、法律や制度の整備はすすんでいるものの、社会環境の整備や私たち自身

の取組が十分でないことが伺えます。

「あなたは、障がい者の人権上、問題があると思われるのはどのようなこと

ですか」という質問について、「人々の障がい者に対する理解が足りないこと」
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や「就職・職場で不利なあつかいをすること」、「差別的な言動をすること」と

回答した人の割合が前回・前々回調査と同様に高くなっています。障がい者が

おかれている現状を一層理解し、行動に移していくための教育・啓発を進めて

いくことが必要です。

2016 年（平成 28年）4月に施行された障害者差別解消法に基づき、各行政機

関等や事業者において、不当な差別的取扱いの禁止や合理的配慮の提供をはじ

めとする、障がいを理由とする差別の解消に向けた取組が行われています。今

後もすべての人が、障がいの有無によって分け隔てられることなくお互いの人

権を尊重し合いながら共生する社会を実現するため、この問題についての理解

と関心を深めていくことが必要です。
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問 13 あなたが、障がい者の人権上、問題があると思われるのはどのようなことですか。

（〇はいくつでも）

障がい者の人権上、問題があることについては、全体でみると「人々の障がい者に対する理解が足

りないこと」（64.8％）の割合が最も高く、次いで「就職・職場で不利なあつかいをすること」（47.5％）、

「差別的な言動をすること」（46.0％）となっています。

前回（平成 28 年）、前々回（平成 23年）調査と比べると、調査する度に「差別的な言動をするこ

と」、「人々の障がい者に対する理解が足りないこと」の割合が増加しています。

2021 年（令和 3年）実施の「人権問題に関する市民意識調査」報告書より
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（３） 推進方針

第 2期豊後大野市障がい者基本計画に基づき、次の事項を推進方針とします。

【啓発・広報活動の推進】

① 障がいのある人に対する差別の防止や理解の促進

市の広報紙やホームページ等を利用した啓発・広報活動を継続的に行う

とともに、啓発を目的としたポスターやパンフレット等の作成、配布に努

めます。また、国や県などの啓発パンフレットやホームページ等の有効活

用を図り、併せて人権教育・啓発を推進し、障がいのある人に対する差別

の防止や理解の促進に努めるとともに、市職員に対しても障がいや障がい

のある人に対する正しい理解が深まるよう研修等を実施します。

② 障がいのある人に対する理解を深めるイベント等の開催

市民が共に集い、共に理解を深めることができる各種のイベント開催を

推進します。地域の障がい者福祉にかかわる様々な団体や障がい者団体と

の協働関係に基づいた事業実施についても検討します。

③ 精神障がい、内部障がい、発達障がい等のある人に対する理解の促進

すべての障がい、障がいのある人に対する知識の普及に努め、理解の促

進を図ることはもちろんですが、特に立ち後れていると考えられる精神障

がい、内部障がい、発達障がい等のある人に対しての地域の理解を浸透さ

せていくための取組を実施していきます。

【人権教育・福祉学習や交流学習の推進】

① 学校教育における人権教育の充実

障がいのある、なしにかかわらず、お互いを地域社会の一員として共に

生活していく社会を実現するためには、幼いころから人権や社会福祉への

関心を持ち、自ら考え、行動する力を養うことが必要です。本市において

も、幼児教育、学校教育の中で一貫した人権教育を推進します。

② 生涯教育における福祉教育の推進

障がい者福祉に対する市民の関心を一層高めるため、福祉分野の講座の

充実を図るとともに、市民にとって魅力のある、学習意欲を高めることの

できるような講座づくりに取り組みます。

【障がいを理由とする差別の解消の推進】

① 障がい者差別解消の推進

国や県と連携し、障がい者への差別解消に関する啓発を行い、社会的障

壁除去の実施について必要かつ＊14合理的配慮に努めます。また、相談窓口

等の設置により相談対応の充実を図り、障がいを理由とする差別の解消を

推進します。

② 障がい者優先調達の推進による障がい者に対する理解の促進

障がい者施設からの優先調達の推進により、障がい者に対する理解の促

進を図ります。

③ 市職員に対する研修の実施

行政手続や選挙、窓口対応等において、障がい者への配慮について対応
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要領を作成し、職員に対する周知と職員対応の向上を図るとともに、障害

者差別解消法に基づき、障がい者が必要とする場合に、社会的障壁を取り

除くために必要で合理的な配慮を行います。

【権利擁護の推進】

① 障がい者の権利擁護の充実

関係機関と連携しながら、障がい者の権利擁護や財産の管理支援を推進

するため、成年後見制度や日常生活自立支援事業（権利擁護）に関する研

修会や講座等への参加を勧奨し、これらの制度及び事業の普及・啓発を推

進します。

② 成年後見制度の普及

成年後見など、権利擁護に関する啓発や研修を行うとともに、市民後見

人を養成し、成年後見制度など必要な支援につなぐ人や支援する人を育成

します。また、法人後見を推進、支援します。

【交流・ふれあいの場の充実】

① 地域における交流機会の充実

地域のイベント・行事等の開催にあたっては、障がいの有無に関係なく

気軽に参加できるよう工夫に努め相互交流を促進するとともに、障がいや

障がいのある人に対する理解の促進を図ります。また、障がいのある人た

ちの集まりに地域住民が参加していけるような仕組みづくりについても取

り組んでいきます。

② ふれあいの場の充実

障がいのある人と地域住民の交流を活発にし、地域における日常的な関

わり合いの中で一人ひとりの生活状況に応じた交流ができるよう、気軽に

集まり、相談もできるような場を設けるなど、お互いにふれあうことので

きる機会の充実を図ります。
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６ 外国人の人権問題

（１） これまでの情勢

わが国では、2002 年（平成 14 年）に閣議決定された「人権教育・啓発に関

する基本計画」において、「わが国の歴史に由来する在日韓国・朝鮮人等をめぐ

る問題のほか、外国人に対する就労差別や入居・入店拒否など様々な人権問題

が発生している」と分析し、国際化時代にふさわしい人権尊重思想の普及高揚

を図るための啓発活動に取り組んできました。

しかし、いまだに外国人が関係する犯罪が大きく取り上げられる傾向があり、

特にアジア系外国人に対する差別や偏見はいわゆるヘイトスピーチにも見られ

るように社会問題となっています。

このヘイトスピーチが、マスメディアやインターネット等で大きく報道され

るなか、2014 年（平成 26 年）の国連自由権規約委員会による日本政府報告審

査における最終見解及び国連人種差別撤廃委員会による同審査における最終見

解で、政府に対してヘイトスピーチへの対処が勧告されています。その後、2016

年（平成 28年）に、「本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた

取組の推進に関する法律（ヘイトスピーチ解消法）」が施行されました。

大分県では、2000 年（平成 12 年）度の県職員の行政職採用試験から受験資

格の国籍条項を撤廃しました。

また、2011 年（平成 23年）に策定し、2014 年（平成 26 年）に改定した「大

分県海外戦略」を羅針盤として、外国人が住みやすい地域づくりを進めること

としています。

さらに、（公財）大分県芸術文化スポーツ振興財団（おおいた国際交流プラザ）

において、県と連携して、県内在住外国人の支援や県民の国際理解の促進等に

取り組んでいます。具体的には、外国人総合相談センターの運営、外国語情報

誌の配布、各種相談事業の実施、通訳翻訳ボランティアの育成等により、県内

在住外国人への支援を行うとともに、国際理解講座や国際交流フェスタの開催、

外国人の人権啓発、日本語情報誌の発行などにより県民の国際理解の促進を図

っています。

（２） 現状と課題

日本に暮らす外国人は、2020 年（令和 2年）末現在で約 289 万人であり、近

年高水準で推移しています。こうした中、言語、宗教、文化、習慣等の違いか

ら、外国人をめぐって様々な人権問題が発生しています。

2021 年（令和 3年）の「人権問題に関する市民意識調査」では、「日本の国

際化が進む中、外国人との交流が盛んになることをどう思いますか」という質

問について、「日本の国際化のため必要、歓迎すべきである」と回答した人の割

合が最も高く、前回の調査と比較しても増加しています。2021 年（令和 3年）、

「多様性と調和」を掲げる東京オリンピック・パラリンピックが開催された影

響もあると考えられます。一方で「交流は望ましいが、治安や社会環境の悪化

を心配する」と回答した人も 4割程度います。言語や、宗教などの多様性を認

め、外国人の生活習慣等を理解・尊重し、偏見や差別をなくす教育・啓発が必

要です。
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「日本に住む外国人の人権を守るために次のような意見がありますが、あな

たはどのように思いますか」という質問について、「文化・習慣の違いを理解す

る」と「国際理解教育をすすめる」と回答した人の割合が高く、調査する度に

その割合は増加しています。今後も文化や習慣の違いを理解するための教育・

啓発を進めていく必要があります。

特定の民族や国籍の人々を排斥する不当な差別的言動は、人としての尊厳を

傷つけたり、差別意識を生じさせることにつながりかねず、許されるものでは

ありません。2016 年（平成 28 年）に施行された「ヘイトスピーチ解消法」の

周知とともに、交流等を通じて違いを認め合い、互いの人権を尊重し合う社会

を築くための教育・啓発を行っていく必要があります。
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問 23 日本に住む外国人の人権を守るために次のような意見がありますが、あなたはどのように思い

ますか。（〇は１つだけ）

ア 文化・習慣の違いを理解する

日本に住む外国人の人権を守るために、文化・習慣の違いを理解することについては、全体でみる

と「そう思う」（83.8％）の割合が最も高く、次いで「わからない」（6.6％）、「そう思わない」（3.5％）

となっています。

性別ではあまりおおきな差はみられませんでした。

前回（平成 28 年）、前々回（平成 23年）調査と比べると、調査する度に「そう思う」の割合が増

加しています。

2021 年（令和 3年）実施の「人権問題に関する市民意識調査」報告書より
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85.8%

82.6%

83.3%

3.5%
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（３） 推進方針

① 様々な国籍の人々が差別や偏見なく安心して暮らせるよう、外国人の人

権を十分配慮しながら、市民の異文化理解や国際意識の向上を図ります。

また、外国人への支援やサービスを一層きめ細かく行います。

② 外国人にかかる具体的な人権問題に対して迅速かつ的確に対応できるよ

う、関係機関と連携しながら相談・サポート体制の充実も図っていきます。

③ 地域住民や様々な国の人々が、多様な文化や価値観をお互いに尊重しあ

い、共に活力ある地域づくりに参画できる社会システムの構築に努めます。

④ 学校教育においては、「大分県在住外国人に関する学校教育指導方針」に

則り、外国人児童生徒が、自らの在り方生き方に自信と誇りを持ち、自己

実現を図ることができるよう支援します。

⑤ 社会教育においても、様々な機会を通じて国際理解教育を推進するとと

もに、世界各国の多様な文化を理解するための啓発や学習機会の提供・充

実を図ります。

⑥ 雇用においては、外国人に対する差別がないよう事業者に対して啓発を

推進します。
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７ 医療をめぐる人権問題

（１） これまでの情勢

医療技術の進歩や医療体制の整備及び「感染症の予防及び感染症の患者に対

する医療に関する法律」、「ハンセン病問題の解決の促進に関する法律」など患

者等の人権擁護に関する法律の整備で、感染症や難病、精神疾患等の患者・家

族に対する社会の偏見や不合理な取扱いは徐々に改善されてきています。一方

で就職拒否やアパートへの入居拒否、公衆浴場への入場拒否など感染症や精神

疾患に対する理解と認識は十分ではありません。

また、ハンセン病に関しては、2001 年（平成 13 年）に、国が隔離政策は過

ちであったことを認め、患者本人へ賠償を行ったことに続き、2019 年（令和元

年）7月に、患者の家族も賠償の対象となりました。さらに国は、旧優生保護

法に基づき、特定の疾病や障がいを有することなどを理由に、生殖を不能にす

る手術（不妊手術）等を強いられた方々に対して謝罪し、2019 年（平成 31年）

4月に「旧優生保護法による優生手術等を受けた者に対する一時金の支給等に

関する法律」を施行しました。

大分県では、1992 年（平成 4年）にエイズに対する偏見や差別が根強いこと

から「大分県エイズ対策基本方針」を定め、県民や学校、事業所に対して正し

い知識の普及啓発を進めています。

また、医療機関と患者・家族との信頼関係を構築するため、大分県医療安全

支援センターを 2003 年（平成 15年）に設置し、専任の相談員による中立的立

場からの医療相談を実施しています。さらに、2018 年（平成 30 年）には、大

分県医療計画を改訂し、人権に配慮した医療サービスの提供を進めることにし

ています。

2019 年（令和元年）7月から、旧優生保護法のもとで、不妊手術を受けた方

やご家族からの問い合わせに対応するため、相談窓口を設置しています。

新型コロナウイルス感染症に関連して、感染者や医療従事者等への偏見や差

別をはじめとする様々な人権問題が発生しています。正しい知識の普及、偏見・

差別の防止に向けた人権教育・啓発、相談体制などの充実と、市民運動である

「シトラスリボン」の取組など温かい活動に対する支援や広報が必要です。

（２） 現状と課題

感染症やハンセン病については、治療法が確立された今もなお誤った認識が

存在し、また、エイズ患者、＊15ＨＩＶ感染者などに対する偏見は根強く、医療

関係者の深い理解と人権を尊重したサービスの提供が求められています。

また、臓器移植の場合などにおける臓器提供者・家族等のプライバシーの問

題、インフォームド・コンセントやセカンド・オピニオンの普及など、患者の

人権を尊重する取組が課題となっています。

2021 年（令和 3年）の「人権問題に関する市民意識調査」では、「もし、あ

なたの職場や地域でハンセン病の元患者がいるとわかったら、あなたはどうし

ますか」という質問について、今回の調査でも「何かできることがあれば支援

する」、「いままでどおり、普通に接する」と回答した人が合わせて約８割とな

っています。
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「もし、あなたの友人がＨＩＶ（エイズウイルス）感染者と知った場合、ど

んな接し方をしますか」という質問についても、今回の調査では「何かできる

ことがあれば支援する」、「いままでどおり、普通に接する」と回答した人が合

わせて約７割となっています。ハンセン病やＨＩＶ（エイズウイルス）に対し

ての正しい知識も広がり、市民の理解が浸透しているためと考えられますが、

ＨＩＶ（エイズウイルス）については「わからない」、「なるべく関わりたくな

い」という回答が増加していることから、今後も継続した教育や啓発が必要と

思われます。

ハンセン病患者・元患者・その家族に対する偏見や差別は、今なお根深く残

っています。この偏見や差別を解消するには、ハンセン病に関する正しい知識

と、ハンセン病患者・元患者・その家族がおかれている現実を理解することが

必要です。また、エイズ等の感染症に対する知識や理解の不足から、社会生活

の様々な場面で差別やプライバシー侵害などの人権問題が発生しています。感

染症に対する正しい知識を持ち、この問題についての理解と関心を深めていく

ことが必要です。

「新型コロナウイルス感染症に関して、あなたの考えに近いのはどれですか」

という質問について、「差別であり許されないと思う」の割合が 83.5％と最も

高くなっています。「やや行きすぎだが仕方ないと思う」の割合が 9.6％、「当

然のことであると思う」の割合が 0.8％となっており、約 10 人に 1人がコロナ

差別を肯定的にみています。人権問題についての学習経験の有無別でみると、

学習経験のある人では、「差別であり許されないと思う」の割合が、ない人より

10％以上高くなっています。

新型コロナウイルス感染症は、誰もが感染者になりうる状況です。ウイルス

への不安や恐れから、感染者を責めたり、排除したりする言動などが起こって

いますが、今こそ新型コロナウイルス感染症に対する正しい認識を持ち、私た

ち一人ひとりがお互いの立場に立ち、思いやりの心を持って、支え合う必要が

あります。
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問 28 新型コロナウイルス感染症に関して、あなたの考えに近いのはどれですか。（〇は１つだけ）

事例：近所に住むＡさんは看護師をしているが、勤め先の病院に新型コロナウイルスの感染者

が入院していることが分かった。それから、近所の人たちはＡさんを避けるようになり、

ついには「帰宅せずに病院に寝泊まりせよ」といった投書がされたという。

近所の人たちの対応について、あなたの考えに近いのはどれですか。

新型コロナウイルス感染症に関する対応については、全体でみると「差別であり許されないと思う」

（83.5％）の割合が最も高く、次いで「やや行きすぎだが仕方ないと思う」（9.6％）、「その他」（2.8％）

となっています。

性別でみると、男性では「当然のことであると思う」の割合が女性より高くなっています。

人権問題についての学習経験の有無別でみると、ある人では「差別であり許されないと思う」の割

合がない人より高く、ない人では「やや行きすぎだが仕方ないと思う」の割合がある人より高くなっ

ています。

2021 年（令和 3年）実施の「人権問題に関する市民意識調査」報告書より
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その他 無回答 a
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差別であり許されないと思う やや行きすぎだが仕方ないと思う 当然のことであると思う

その他 無回答 a
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（３） 推進方針

① 感染症や難病に対する偏見や差別は、認識不足から来るものが多いこと

から、県や関係団体、学校、事業所等と連携し、様々なメディアを通じて

情報を提供し、正しい知識の普及を図ります。

② 高い職業倫理が求められる医師、看護師等の医療関係者に対する人権教

育・研修の充実を図るため、関係団体に対して取組を要請します。

③ 地域や学校で、ハンセン病や感染症等の人権問題について、講話や啓発

資料などを通じて学習活動を推進し、偏見や差別の解消に努めます。

④ 学校では、教職員が一体となって児童生徒の相談を受け、支援を行うよ

う権利擁護体制の整備を行うとともに患者等への人権配慮や感染症等に

対する正確な知識と的確な選択ができる能力を身につけさせるように努

めます。
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８ 性的少数者の人権問題

（１） これまでの情勢

性的少数者とは、同性愛者や両性愛者、こころの性とからだの性が一致しない

人（トランスジェンダー等）などを指し、性的マイノリティともいいます。また、

レズビアン（Ｌ：女性同性愛者）、ゲイ（Ｇ：男性同性愛者）、バイセクシュアル

（Ｂ：両性愛者）、トランスジェンダー（Ｔ）の頭文字を取って、ＬＧＢＴと言わ

れることもあります。

このような人たちは少数であるため、社会において十分な理解が得られず、偏

見の目を向けられたり、職場などで不適切な取扱いを受けたりすることがありま

す。2004 年（平成 16年）7月に「性同一性障害者の性別の取扱いの特例に関する

法律」が施行され、性同一性障害者であって、一定の条件を満たす場合は性別の

取扱いの変更の審判を受けることができるようになりました。2008 年（平成 20

年）には、一部改正され、性別の変更要件が緩和されました。

また、「事業主が職場における性的言動に起因する問題に関して雇用管理上講ず

るべき措置についての指針」では、性的少数者に対するセクシュアル・ハラスメ

ントも同指針の対象となることが明記され、2017 年（平成 29 年）1月に施行され

ました。さらに、同年 3月には「いじめの防止等のための基本的な方針」が改定

され、性的少数者である児童生徒に対するいじめを防止する項目が盛り込まれま

した。

昨今、パートナーシップ宣誓制度を導入する自治体が増えるなど、性的少数者

の人権に関する社会的関心が高まっています。性的少数者とはＬＧＢＴのみを指

すわけではなく、Ｘジェンダーやアセクシャルなど性のあり方は多種多様です。

このため「性的少数者とそれ以外の人」ではなく、全ての人がもつ「性的指向や

性自認」によって区別されることがないようにとの考え方から、Sexual

Orientation（性的指向）と Gender Identity（性自認）、Gender Expression（性

表現）の頭文字を取り、ＳＯＧＩＥ（ソジィ）という言葉が使われるようになっ

てきています。

大分県では、2013 年度（平成 25 年度）から性的少数者への理解を深める講演

会や映画の上映等を行っており、2017 年度（平成 29 年度）はシンポジウムの開

催や啓発漫画冊子「りんごの色」の作成を行っています。また、2018 年度（平成

30 年度）は、性的少数者に対する啓発に取り組む団体からの要望を受け、県の申

請書等における性別記載欄の見直しを実施し、性別記載欄のある様式のうち、約

3割の様式から性別記載欄を削除することとしました。また、ＬＧＢＴ等に関す

る相談窓口の設置や、性的少数者への理解の促進に関する調査研究会も立ち上げ

られています。

（２） 現状と課題

豊後大野市では、2016年（平成28年）に策定した「第2次豊後大野市男女共同参

画基本計画」において、「性的少数者や複合的に困難な状況におかれている人々の
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相談体制を整備するとともに理解の推進を図る。」こととしており、2018年（平成

30年）に策定した「豊後大野市人権教育・啓発基本計画（改定版）」においても、

「性に関する違和感を理由とした差別意識や偏見の解消に向けて啓発に取り組み

ます。」とした推進方針を定め、性の多様性や性的マイノリティの方々に対する理

解を深めるための市民のつどいや市民講座等を開催してまいりました。

また、申請書等における性別記載欄の見直しを実施し、削除できる性別記載欄

を削除しました。あわせて、多様な性のあり方に関する職員ハンドブックを作成

し、このハンドブックの活用により、職員一人ひとりが多様な性に関する理解を

更に深め、市民サービスの向上やすべての職員がいきいきと働ける職場づくりの

ために生かされることを期待しています。

そして、2022年（令和４年）4月からパートナーシップ・ファミリーシップ宣誓

制度を導入し、市民の性の多様性への理解を進め、人権尊重社会の実現を目指す

とともに、誰もが人生のパートナーや大切な人と安心して暮らすことのできる社

会づくりをめざしています。

2021 年（令和 3年）の「人権問題に関する市民意識調査」では、「あなたは、

ＬＧＢＴＱなど、性的指向（異性愛、同性愛、両性愛）や性的違和（身体の性と

心の性が一致しないこと）に関することで、現在、どのような人権問題があると

思いますか」という質問について、「差別的な言動をすること」、「職場、学校等で

いやがらせやいじめをすること」と回答した人の割合が高くなっています。また、

「わからない」と回答した人が 25.5％もあることから、多様な性のあり方を尊重

することや言葉の意味についても正しく教育・啓発をする必要があります。

性的指向や性自認を理由とする偏見や差別により、苦しんでいる方々がいます。

パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓制度の周知をはじめ、性の多様性につ

いて理解を深める講演会や研修会等の学習機会を充実させ、この問題についての

理解と関心を深めていくことが必要です。
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問 27 あなたは、LGBTQ など、性的指向（異性愛、同性愛、両性愛）や性的違和（身体の性と心の性が

一致しないこと）に関することで、現在、どのような人権問題があると思いますか。

（〇はいくつでも）

LGBTQ など、性的指向（異性愛、同性愛、両性愛）や性的違和（身体の性と心の性が一致しないこ

と）に関する人権問題については、全体でみると「差別的な言動をすること」（52.9％）の割合が最

も高く、次いで「職場、学校等でいやがらせやいじめをすること」（47.1％）、「就職・職場で不利な

あつかいをすること」（39.2％）となっています。

前回（平成 28年）調査と比べると、ほぼ全ての項目で増加しています。

2021 年（令和 3年）実施の「人権問題に関する市民意識調査」報告書より

47.1%

52.9%

39.2%

20.7%

17.1%

32.4%

35.0%

1.7%

25.5%

4.5%

39.2%

42.2%

32.3%

15.5%

11.1%

31.6%

1.8%

25.1%

8.2%

職場、学校等でいやがらせやいじめをすること

差別的な言動をすること

就職・職場で不利なあつかいをすること

アパート等の入居を拒否すること

宿泊施設、店舗等への入店や施設利用を拒否すること

アウティング等、プライバシーに関する情報をさらすこと

じろじろ見たり、避けたりすること

その他

わからない

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

令和３年調査全体

(n=648)

平成２８年調査全体

(n=561)
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（３） 推進方針

誰もが自分の性的指向・性自認を尊重され、自分らしく生きることのできる

社会の実現をめざし、教育・啓発、相談体制の充実に努めます。

① 性的少数者であることを理由とした差別意識や偏見の解消に向けて、教

育・啓発に努めます。

② 性的少数者の人権に関する研修会等を開催し、パートナーシップ・ファミ

リーシップ宣誓制度の周知や、性的少数者に関する知識を普及する機会を設

けます。

③ 学校においては、教育活動全体を通じて、多様な性についての理解を深め

る教育を進めます。また、「性同一性障害に係る児童生徒に対するきめ細かな

対応の実施等について」（平成 27年 4月 30 日文部科学省通知）に基づき、相

談または申し出については、当事者である児童生徒や保護者の意向等を踏ま

え、他の児童生徒への配慮との均衡を取りながら、個別の事情に応じた対応

に努めます。

④ 性的少数者に関する相談・支援体制の充実を図るとともに、その周知に努

めます。

⑤ 地方公共団体の書類の様式をはじめ、不必要な性の記載項目等を改善する

よう努めます。
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９ 様々な人権問題

（１） プライバシー権の保護

① これまでの情勢

今日、情報化社会の進展に伴い、コンピュータやネットワークを利用した大

量の個人情報が処理されており、個人情報の取扱いは今後ますます拡大してい

くものと予想されます。個人情報は個人の人格と密接に関わる情報であり、そ

の性質上、取扱いを誤ると個人に取り返しのつかない被害を及ぼすおそれがあ

ります。

わが国では、1999 年（平成 11 年）の＊16住基ネット導入を契機に、国民が安

心して高度情報通信社会の便益を享受するための制度的基盤整備が進みました。

2003 年（平成 15 年）に「個人情報の保護に関する法律」をはじめとする個人

情報保護関連 5法が公布され、2005 年（平成 17年）から全面施行されており、

人権侵害の未然防止やそのためのプライバシー保護の重要性に対する認識が深

まっています。

2013 年（平成 25年）には、＊17マイナンバー制度の導入を図ることを目的に

「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」

が公布され、個人情報保護法等に定められる措置の特例として、個人番号をそ

の内容に含む個人情報の利用範囲を限定する、個人情報は各行政機関が分散し

て適切に管理し一元管理をしない、制度の運用を厳しく監視する特定個人情報

保護委員会（第三者機関）を設置する等、より厳格な個人情報の保護措置を図

っています。

② 現状と課題

コンピュータやインターネットの普及・発達による情報通信技術の急速な浸

透に伴い、豊かで便利になった反面、個人の情報が大量に外部漏洩し、脅迫や

架空請求などの犯罪に利用される事態も生じています。

2021 年（令和 3年）市民意識調査では、「プライバシーを侵害されたことが

ある」とする回答が 6.6％、また、人権問題の中で「プライバシーの保護」に

関心があるとする回答は 32.6％となっており、市民の個人情報保護に対する関

心も高い状況です。

本市では、地方公務員法に基づく公務員の守秘義務による個人情報保護に加

え、2005 年（平成 17 年）に個人の権利利益の保護を目的とした「豊後大野市

個人情報保護条例」を制定しました。この条例において、市の機関等が行う個

人情報の収集、利用、提供、管理等の適正な取扱いに関する事項や市の機関が

保有する本人情報の開示を請求する権利、事業者の責務などを定め、個人情報

保護対策に努めてきました。

個人情報は、国や地方公共団体のみならず、様々な民間事業者によって広く

取り扱われており、新たに導入されたマイナンバー制度での厳格な個人情報の

保護措置を含め、個人情報の保護の実効性を確保するために関連する施策が一

体的・総合的に講じられる必要があります。

③ 推進方針

個人情報は、個人の人格と密接に関連しており、「個人として尊重される」こ

とを定めた憲法第 13条に則り、慎重に取り扱われるべきです。このような個人
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情報の性格と重要性を十分認識し、その目的や態様を問わず、適正に取り扱い

ます。

また、個人情報保護法の基本的な考え方に基づき、個人情報の有用性に配慮

しながら官民一体となって個人情報の保護に取り組みます。

【行政が取り扱う情報】

個人情報の保護に関して職員の意識の向上に努め、個人情報保護制度の一

層の充実を図るため、必要に応じて個人情報保護条例の見直しを行います。

また、県と連携を図り、個人情報保護に関する啓発に努めます。

【民間事業者が取り扱う情報】

個人情報保護法では、区域内の実情に応じ住民・事業者への支援や苦情解

決のあっせん等について、地方公共団体が必要な措置を講じる責務があると

されています。このため、個人情報保護の理念や具体的な仕組み等を周知す

るための広報活動に取り組みます。また、事業者の相談等に適切に対応する

など、事業者の主体的な取組を支援します。

（２） ネット社会の人権問題

① これまでの情勢

わが国では、2002 年（平成 14 年）にインターネット等による情報の流通で

権利の侵害があった場合の業者の責任の範囲や発信者情報の開示を請求する権

利を定めた「特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の

開示に関する法律（プロバイダ責任制限法）」が施行されました。

また、法の施行に併せて「プロバイダ責任制限法名誉毀損・プライバシー関

係ガイドライン」を作成し、被害者がプロバイダ等に対して送信防止措置を依

頼する手続等を示しました。更に、国はこのガイドラインを 2004 年（平成 16

年）に一部改訂し、重大な人権侵害事案に対しては法務省人権擁護機関がプロ

バイダ等に対して直接人権侵害情報の削除要請を行うことを盛り込んで、人権

侵害に対してより適切・迅速な対応をすることとしました。

② 現状と課題

インターネットは近年急速に普及し、情報の収集・発信、コミュニケーショ

ン手段として生活の利便性は大きく向上しています。一方、その匿名性を悪用

した差別表現の流布やプライバシーの侵害などの人権侵害の事例が発生してい

ます。

2021 年（令和 3年）市民意識調査では、インターネットによる人権問題は、

「他人を誹謗・中傷する表現を掲載されること」とする回答が 76.7％、次いで

「他人を差別しようとする気持ちを起こさせたり、それを助長するような情報

を掲載すること」とする回答が 56.6％となっています。

また、人権問題の中で「インターネット社会の人権問題」に関心があるとす

る回答は 31.3％となっており、市民のインターネット社会の人権問題に対する

関心が高まってきています。

インターネットの普及に伴い、その匿名性、情報発信の容易さから、個人に

対する誹謗中傷、名誉やプライバシーの侵害、差別を助長する表現の掲載など、

人権に関する様々な問題が発生しています。こうした行為は人を傷つけるもの

であり、場合によっては大切な命を失わせることもあります。インターネット
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上の人権侵害の問題は、近年深刻化しており、今後一層、小中学生をはじめあ

らゆる世代の方々に対して、人権に関する正しい理解を深めるための教育・啓

発が必要です。

③ 推進方針

インターネットを利用する際のモラルについて、あらゆる機会を活用して市

民に広く周知し、理解を求める広報・啓発を推進します。また、学校において

も、インターネットを利用する際のモラルについて教育・啓発を推進します。

インターネット上の人権侵害事案について、適切・迅速な対応を行うため、

インターネット掲示板等のモニタリング（監視）を行い、重大な人権侵害事案

については削除要請を行うなど、その抑制を図ります。

（３） 犯罪被害者やその家族の人権問題

① これまでの情勢

わが国には、先進諸国で早い時期から行われている犯罪被害者やその家族（以

下「犯罪被害者等」という。）の支援を行う社会的システムがなく、人権の保護

や経済的援助、精神面の救済などの社会的な支援も十分ではありませんでした。

1981 年（昭和 56 年）に「犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等

の支援に関する法律」が施行され、この法律に基づき、故意の犯罪行為により、

死亡した被害者の遺族や身体に重い障がいが残った被害者に対し、国が給付金

を支給する犯罪被害者給付制度が発足しました。

その後、1999 年（平成 11 年）には内閣に「犯罪被害者対策関係省庁連絡会

議」が設置されました。政府をはじめ、関係機関、マスコミ及び民間の被害者

支援団体等社会の各層で被害者支援の重要性の認識が高まる中、2005 年（平成

17 年）「犯罪被害者等基本法」が施行されました。

県内では、2016 年（平成 28 年）に、犯罪被害者等の支援に関する施策を推

進するため、「大分県犯罪被害者等支援推進方針」を策定し、「おおいた性暴力

救援センター・すみれ」を開設する等、指針に基づく取組が進められています。

また、犯罪被害者等が置かれた状況への理解を深め、その気持ちに寄り添った

支援を県民一体となって推進することを目的とする「大分県犯罪被害者等支援

条例」が 2017 年（平成 29 年）12 月に公布、2018 年（平成 30 年）4月に施行

されました。

② 現状と課題

犯罪被害者等は、その直接的な被害だけでなくその結果として、「事件による

精神的衝撃とその後の生活の支障」や「捜査などによる精神的負担や時間的負

担」、「同じ被害や警察への通報による報復の不安や恐怖」、「司法手続きにおけ

る情報疎外感」、「生計を維持する家族の喪失による経済的困窮」、「近隣の噂話

やマスコミの取材」、「報道などによる不快感やストレス」などの精神的被害や

経済的被害等多くの二次的被害を受けています。

2021 年（令和 3年）市民意識調査では、人権問題の中で「犯罪被害者やその

家族の人権」に関心があるとする回答は、前回（平成 28年）調査と比べて 1.6

ポイント減少し 18.4％となっています。

市民一人ひとりの安全と幸福を確保するため、犯罪被害者等の視点に立ち、
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犯罪被害者等の安全の確保、精神的被害の軽減、被害品の早期回復及び被害の

再発防止等を図るなど被害者支援を進める必要があります。

また、犯罪被害者等が抱えるニーズは、生活上の支援をはじめ、医療や公判、

マスコミの取材に関することなど極めて多岐にわたっていることから、関係機

関・団体の密接な連携が必要です。

③ 推進方針

犯罪被害者等が置かれた状況・支援の必要性等について、あらゆる機会と広

報媒体を活用して市民に広く周知し、理解の増進に努めます。また、関係機関

と連携して犯罪被害者等の人権擁護に資する啓発活動を推進し、犯罪被害者等

の支援をはじめ各種相談に応じます。

（４） その他の人権問題

○ 刑を終えて出所した人やその家族に対する根強い偏見によって、就職差別や

住居の確保が困難であることなどの人権問題が発生しています。刑を終えて出

所した人が更生するためには、本人の強い更生意欲と共に、周囲の人々の理解

と協力により円滑な社会復帰をすることが重要です。2022 年(令和 4年）3月に

策定した「豊後大野市再犯防止推進計画」に基づき、関係機関と連携して、こ

の問題についての関心と理解を深める教育・啓発が必要です。

○ 先住民であるアイヌの人々の尊厳を守る取組は、現在コミュニティがある地

域を中心に行われていましたが、アイヌの人々が民族として誇りをもって生活

することができ、その誇りが尊重される社会の実現を図り、もって全ての国民

が相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に資することを目

的として、2019 年（令和元年）5月に「アイヌの人々の誇りが尊重される社会

を実現するための施策の推進に関する法律」が施行されました。日本社会が先

住民族とともに構成されてきたという基本的な認識の普及や差別・偏見をなく

す教育・啓発が必要です。

○ なんらかの理由で路上生活者となった人々の社会復帰を支援する取組と同時

に、路上生活者への偏見を解消し暴行事件を防止する教育・啓発が必要です。

○ 企業や団体の活動が法令に違反した場合、これを是正して消費者や社会シス

テムの安全を守るためには内部情報が必要です。2004 年（平成 16 年）「公益通

報者保護法」が成立し、内部情報の通報者の保護が図られることになりました。

通報者に関する守秘義務など社会の理解が進むことが必要です。

○ これらの問題のほか、北朝鮮当局による人権侵害問題、東日本大震災など自

然災害に起因する人権問題、パワーハラスメント等による労働者への人権侵害、
＊18婚外子（非嫡出子）に対する差別的取扱い、人身取引（性的サービスや労働

の強要等）、遺伝子情報に基づく差別など、社会には様々な人権の課題がありま

す。

本市では、あらゆる差別の解消に向けて、人権課題について市民の理解と支

援が得られるよう、積極的に教育・啓発、相談、支援に努めます。
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第３章 基本計画の推進

すべての人々が、それぞれの人権問題の本質を正しく理解し、具体的に実践する態度、

技能を身につけるよう、現在取り組んでいる人権教育・啓発を一層充実させ、より効果的

に推進していく必要があります。また、市職員・教職員・福祉保健関係者など人権に関わ

りの深い職業に従事する者に対する研修を質・量ともに一層充実していく必要もあります。

そのために、本市の基本計画の理念と目標、人権問題の現状と課題を踏まえて、部落差

別問題をはじめとするあらゆる人権問題を解決するための人権教育・啓発を推進します。

１ あらゆる場における教育・啓発の推進

すべての人々の人権が尊重される社会を実現するために、あらゆる人々に対して、

家庭・地域・保育所・幼稚園・学校・職場などのあらゆる機会において、人権教育・

啓発の推進を図ります。

（１） 家庭における教育・啓発の推進

家庭教育は、個人の人権を尊重し命の尊さを認識して、基本的な社会性を身

につけるなど、子どもの人格形成に大きな役割を果たしています。しかし、近

年、家庭の教育力の低下が指摘されています。また、子どもや高齢者に対する

虐待や配偶者などへのＤＶなどの人権侵害の問題も生じています。

人権に関わる感性は、何気ない日常の暮らしの中で形成されるものであり、

生活の拠点である家庭での人権意識を高めることが極めて重要です。

（推進方針）

① 家庭で大人が子どもの模範となれるよう、大人に対する教育・啓発の機会

を多く設け、家庭内に人権尊重の精神や共生社会の理念の普及・啓発に努め

ます。

② 大人が楽しんで家庭教育に取り組めるよう、各種相談機関の機能の充実や

指導者の学習機会の拡充、研修機会の充実、市民活動の充実に努めます。

③ 児童虐待等に対する相談活動を充実し防止のための啓発に努めます。

（２） 地域社会における教育・啓発の推進

地域社会における人権教育は、人権問題を正しく理解し、その解決を図ろう

とする意欲と実践力を持った住民を育成することを目的としています。

そのため幼児から高齢者に至る幅広い層を対象に、地域の実態に応じて学習

機会の拡充や教育内容の充実に努めています。公民館や隣保館などの地域に密

着した施設を活用し、人権学習学級講座など様々な学習機会や交流の場を提供

していますが、効果的な学習プログラムの整備や参加者の確保、指導者の養成

は十分とはいえません。

また、あらゆる人権問題の解決をすべての市民の課題として捉え、地域ぐる

みの人権教育・啓発を計画的・継続的に推進し、差別のない地域づくりの推進

を図る必要があります。
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（推進方針）

① 市民の自主的な参加を促すために、地域の実態に即した具体的な課題の把

握に努めます。

② 公民館や隣保館など地域に密着した施設を活用し、より多くの市民が参加

できる学習機会の拡充を図ります。

③ 学習プログラムの提供や資料配布、講師等の情報提供を行い、市民の学習

活動の活性化の支援に努めます。

④ 人権教育に関する指導者の養成や指導体制の充実に努めます。

⑤ 市が実施する様々なイベント・行事や市報などを活用し、人権啓発活動を

実施します。

⑥ 市内 7町の地域人権教育・啓発推進協議会等と連携して、推進体制の充実

に努めます。

（３） 学校における教育・啓発の推進

学校（小中高）における人権教育は、豊かな人間性を身に付け、人権尊重社

会の実現を図る意欲と実践力を持った児童生徒を育成することを目的としてい

ます。

そのため、すべての学校で人権教育を教育課程に位置づけ、教育活動全体を

通して人権についての正しい理解や人権問題を鋭く捉える感性、課題解決に向

けた技能・態度の育成に取り組んでいます。

しかし、人権教育として取り組むべき課題が多種多様であるため、実態や課

題に即したものになり得ていない場合や、計画的・系統的に学習されず不十分

な理解にとどまっていたり、人権問題を学習者自身が自らの課題と捉えきれず、

単なる知識の取得に終わってしまったりしている現状もみられます。

また、児童生徒をめぐる問題として、いじめ・体罰・性的いやがらせ、ヤン

グケアラーの問題などが生じています。これらについても、＊19スクール・セク

シュアルハラスメントの相談窓口をはじめ各種の相談窓口を設置して相談機

能の充実、問題の発生防止と解決に努めています。

今後も、児童生徒一人ひとりの人権に十分配慮し、「児童の権利に関する条例」

の趣旨を活かした教育活動の展開が求められています。

（推進方針）

① 学校が児童生徒にとって安心・安全に過ごせる場所となるよう、日常の学

校生活も含めて人権が尊重される環境づくりに努めます。

② 「部落差別の解消」を中心とした教育の推進を人権教育の原点と位置づけ、

部落差別問題学習等で培う「差別を見ぬく力」、「差別を許さない力」、「差別

に立ち向かう力」を通して、あらゆる差別の解消に向けた教育を推進します。

③ すべての学校で、校務分掌に「人権・部落差別解消主任」を位置づけ、全

教職員で取り組む推進体制を整えます。また、人権教育推進委員会等校内推

進体制の機能を充実・強化します。

④ 各学校で地域の人権課題を的確に把握し、教職員が共通理解を図ります。

また、学校の教育目標を踏まえた人権教育目標を定めて全体構想を作成し、

カリキュラムに位置づけます。

⑤ すべての児童生徒が、人権を尊重する考えに立って主体的に生活できる望
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ましい人生観や職業観を持てるよう、校種間の連携を図り、体験的参加型学

習の導入など教育内容や方法を工夫したうえで、人権尊重のための実践力、

行動力を身につけ、あわせて学力の向上を図ります。また、進学・就職にお

いては、関係機関・団体と連携を図りながら、奨学金等の就学制度を積極的

に活用するなど実効ある進路指導を行います。

⑥ 学校内の人権教育の取組について家庭・地域社会に対して積極的に情報提

供し、「地域とともにある学校」づくりを進めます。特に保護者・地域の理解

を得るため、授業参観・懇談会・講演会の開催や広報紙の発行など、保護者

の関心や生活スタイル、地域の実態に配慮した取組を工夫します。

（４） ＊20認定こども園、幼稚園、保育所における教育・啓発の推進

生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要な役割を担っている乳幼児期におい

て、子どもの特性及び保護者や地域の実態を踏まえ、子どもの最善の利益を考

慮しつつ豊かな情操を養います。また、いじめや差別を生まない人間関係を醸

成するように、保護者と共に心身ともに健やかに子どもを育成する教育及び保

育を行います。（「ー子どもを真ん中に、子どもの生きる権利とその成長を保障

するために－」）

（推進方針）

① 人との関わりの中で人に対する愛情や信頼感が満たされ、主体的な行動が

できるように教育・保育します。

② 協調性の芽生えを育み、いのちを大切に思う心を育てます。

③ 子どもの人権に十分配慮し、一人ひとりの発達と人格を尊重した教育・保

育を行います。

④ 反差別（あらゆる差別や不平等）に対する人権感覚を育てます。

⑤ 家庭と地域との連携を深め、子どもの人権について理解し合いながら子育

て支援をすすめます。

（５） 企業・団体における教育・啓発の推進

企業は、地域社会における社会的責任という面から、公正な採用や公正な配

置・昇任、職場環境の整備などを通じて企業内における人権の尊重を確保する

ことが望まれています。そのためには、企業の個々の実情に応じて、人権教育・

啓発の自主的、計画的、継続的な取組を推進する実施主体としての役割を担う

ことが求められています。

公正採用については、国の労働局が事業所に「＊21公正採用選考人権啓発推進

員」を選任して、差別のない採用・選考を行うよう研修を実施しています。し

かし、市内の企業の現状として、総じて小規模な事業所が多く、個別に人権問

題の講演会・研修会・学習会を実施できる企業が限られている状況です。講演

会等への参加も含め、すべての企業・団体で人権の取組が主体的に実施される

ようにすることが課題です。

（推進方針）

① 企業・団体に対する研修を実施し、啓発に取り組みます。

② 講演会等へ参加を促すため、企業・団体に対する広報や情報提供を充実・

強化します。
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③ 人権教育及び人権啓発に取り組む事業者に対してその活動を支援します。

④ 企業・団体で主体的に研修が行われるよう啓発リーダーの養成に努めます。

（６） 特定職業従事者に対する教育・啓発の推進

人権教育・啓発の推進にあたっては、人権に関わりの深い特定の職業に従事

する者に対する研修等の取組を充実する必要があります。

【市職員】

あらゆる場において、市民と最も接することが多い市職員（以下、消防・病

院職員等を含む。）については、全職員が職員研修等により、全体の奉仕者とし

て必要な人権感覚を身に付けるとともに、自らが啓発する立場であることを自

覚し、行動することが必要です。そのためにも、職員自らが日常業務の中、あ

るいは地域社会の中で、部落差別問題をはじめとする様々な人権問題を理解や

知識だけに留めず、差別を見逃さない、差別を許さない感性を培い、差別をな

くすための行動力を身につけることが重要です。

（推進方針）

① 職員の人権研修は、今後も継続して計画的に実施し、状況に応じて各職場

の研修推進担当者に対する研修を行い、各職場での研修も実施し、職員自ら

の人権感覚を磨きます。

② ワークショップやフィールドワーク研修など体験的参加型学習を取り入れ

たり、管理職を対象に部落差別問題の専門講座を開催したり、全ての職員に

対しても学習ポイントを絞った研修を開催したりするなど工夫を行い、差別

をなくす仲間づくりを進めます。

【教職員】

すべての教職員が、人権啓発リーダーとしての役割を担うことができるよう

人権意識の高揚と効果的な人権教育を推進するための指導力向上に努めること

が大切です。

また、各学校では、人権に配慮した職務遂行を図る中で、校内研修の充実や

児童生徒の個人情報の取扱い等人権上の配慮に努めています。

さらに、県内外で開催される研修会や豊後大野市人権・部落差別解消教育研

究協議会の研究大会等に参加し、研修の成果を人権教育の実践に活用していま

す。

（推進方針）

① 教職員一人ひとりが鋭い人権感覚を養い、あらゆる人権問題を自らの課題

として捉え、人権問題に対する理解と認識を深めながら、児童生徒の感性に

迫る指導ができるよう研修の充実に努めます。

② 部落差別問題について学習を深め、部落差別に関する現状に深く学び、指

導力の向上を図るとともに、幼・小・中・高の教育を一貫して推進する体制

の確立を図ります。

③ 人権尊重の理念について十分な認識を持つことができるよう、体験的参加

型学習を取り入れるとともに、交流機会の拡充や情報交換の場を確保するな

ど、研修内容・手法の工夫や改善に努めます。
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【福祉・保健関係者】

障がい者や高齢者、子どもと直接接する機会の多いケースワーカーやホーム

ヘルパー、民生委員・児童委員、保健師、家庭相談員、母子相談員、保育士、

ケアマネージャー、社会福祉施設の介護担当職員等に対しても、人権意識の普

及・高揚が図られるような人権教育・啓発が必要です。

（推進方針）

① 関係機関に対して、人権教育・研修への積極的な取組を要請していきます。

② 人権問題の講演会等への参加を促すため、広報や情報提供を充実・強化し

ます。

③ 人権教育及び人権啓発の取組に対して、その活動を支援します。
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２ 推進環境の整備

（１） 学習機会の拡充

すべての人々がそれぞれのライフサイクルの中で、日常的に人権について学

ぶことができるよう、生涯学習の視点に立った人権教育・啓発を推進し、学習

機会の拡充に努めます。

また、生活様式や価値観の多様化に伴い、人権に対する意識や学習ニーズも

絶えず変化しているため、市民の人権意識や学習ニーズを的確に把握し、人権

教育・啓発の基本的な方向性や実践の場に反映するように努めます。

（２） 人材の育成

人権が尊重される社会を実現するためには、身近な人権問題に関し、指導・

助言するリーダーやボランティアの活動が不可欠なため、地域や各種団体、有

識者などとの連携を深め、これらの人材の育成に努めます。

また、国や県などの実施する各種研修会等に参加し、豊後大野市人権問題研

修講師や人権啓発担当者の育成と資質の向上を図ります。

学校教育においては、人権教育を主体的に推進する人材を計画的・継続的に

養成し、指導体制の充実に努めます。

（３） 教材等の整備

人権問題全般や重要課題の分野ごとの図書や冊子等印刷物、ＤＶＤ等の視聴

覚教材の充実・整備を図ります。

学校教育においても、児童生徒の発達段階や学習者のニーズに応じた指導資

料やパンフレットなどの視聴覚教材の充実・整備を図ります。

（４） 情報提供

市民が主体的・自主的に人権問題に取り組むためには、人権に関するより広

範な情報を提供する必要があります。このため、市民の身近な公共施設におい

て、情報を提供する環境を整備するとともに、市のホームページや市報、ケー

ブルテレビ等を活用し、より多くの人権関連情報の提供に努めます。

（５） 連携の促進

人権教育・啓発を効果的に推進するには、国・県との連携は不可欠であり、

人権関連情報、教材、指導者など、それぞれが保有する人権教育・啓発の推進

に必要な情報の提供について、相互に連携し協力していきます。

また、本基本計画の実効性を高めるためには、公的部門だけでなくあらゆる

部門において人権教育・啓発の取組が積極的になされることが必要です。この

ため、地域や民間との連携が不可欠であり、地域社会を構成する市民や民間団

体等の相互協力による人権教育・啓発の取組の充実を促すとともに、講師の派

遣や教材の提供など適切な助言や情報提供を行います。

本市では、部落差別問題をはじめ、あらゆる人権に関する教育・啓発を推進

し、人権意識の高揚と差別の撤廃に資するため、市・議会・教育委員会・各種

団体・運動体で構成された「豊後大野市人権・部落差別問題啓発推進協議会」
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が 2005 年（平成 17 年）に結成されました。2009 年（平成 21 年）には、地域

ぐるみで自主的な学習・啓発活動を実践することにより、人権尊重の精神に富

んだ明るく住みよいまちづくりに寄与することを目的に、市内 7町に「地域人

権教育・啓発推進協議会」が結成されました。これらの団体と連携し、講演会

の実施や学習資料の配布などにより、教育・啓発の充実強化を図ります。

また、近隣自治体や人権擁護委員、保護司などとも連携を深め、広く人権教

育・啓発の推進が図られるよう働きかけるとともに、積極的な支援に努めます。

３ 相談・支援・権利擁護の推進

人権教育・啓発の目的は、市民全体が人権を正しく理解し人権を尊重する態度を示

し、行動する人権文化を構築することです。一方、一人ひとりの市民が自己実現を追

及するためには具体的な生活の中の様々な問題を解決する必要があります。また、差

別的な取扱いを受けたり不合理な格差が生じていれば、その解消に努める必要があり

ます。

こうした問題を解決するためには、重要課題の当事者や関係する人々をはじめ、す

べての人が相談したり、支援を受けたり、自らの権利を行使できるなどの仕組みが必

要です。

特に、部落差別解消推進法、ヘイトスピーチ解消法、障害者差別解消法に基づき、

相談体制の充実に努め、支援・権利擁護の推進を図ります。

人権の重要課題や環境、消費者の問題については、行政・教育機関や警察で相談や

支援、権利擁護の取組が行われています。また、人権侵害については、法務局や人権

擁護委員が人権相談や人権侵犯事件を担当し、最終的には裁判所で被害者の救済につ

いて決定されます。

2021 年（令和 3年）市民意識調査では、差別されたり、人権が侵害されたことがあ

るとする回答は 755 件中 309 件あり、人権問題に関する相談の潜在的なニーズは高い

と考えられます。

今後も、人権意識の高揚や人権課題の多様化・複雑化が進み、自己実現の追及支援

や人権侵害の救済など行政が取り組むべき課題が増えることが予想されます。これに

対応するため、簡易・迅速・柔軟・総合的な取組が必要です。

（推進方針）

① 市民が簡易・効果的に相談できるよう人権問題に関する総合的な相談窓口のあ

り方を検討します。

② 人権問題に関する相談者の状況や相談の内容に応じた柔軟な手法を工夫するな

ど、相談機能を充実するよう努めます。

③ 人権問題に関する相談・支援を担当する職員の資質の向上を図ります。

④ 相談や支援、権利擁護について、国、県等との連携を図ります。
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第４章 推進体制等

１ 推進体制

（１） 豊後大野市人権・部落差別問題等に関する庁内組織を設置し、豊後大野市に

おける人権・部落差別問題及び男女共同参画の円滑な施策推進に取り組みます。

① 幹事会

庁内連絡会議を構成する者をもって組織し、庁内組織の最高意思決定機関

とします。

② 兼務者会議

各課等から適宜選出された主幹の職員をもって組織し、幹事会に付議する

事項について協議するとともに、各課内における連絡調整を行います。

③ 関係課会議

総務課、学校教育課、社会教育課及び人権・部落差別解消推進課の関係職

員をもって組織し、人権・部落差別問題等に関する基礎的な検討を行います。

（２） 本市の人権尊重施策の推進にあたり、豊後大野市差別撤廃・人権擁護審議会

に意見を求め、計画の推進に反映します。

（３） 豊後大野市人権・部落差別問題啓発推進協議会の円滑な運営により、人権教

育・啓発を着実に実施します。

（４） 市内 7町の地域人権教育・啓発推進協議会と連携し、地域に密着した啓発を

推進します。

（５） 豊後大野市人権問題講師団（人権問題研修講師）やフィールドワーク講師団

と連携し、企業・団体に対する啓発を推進します。

２ 人権問題に関する市民意識調査の実施

市民の人権・部落差別問題に関する意識の現状を把握・分析し、今後の人権教育・

啓発に関する施策を有効に進めるための基礎資料にすることを目的に、人権問題に関

する市民意識調査を 5年毎に実施します。

３ 人権教育・啓発実施計画の策定と確認

基本計画の確実な推進のために、基本計画に基づいた具体的な事業・取組として実

施計画を策定し、人権教育・啓発に関する施策を実施します。また、前年度の実施計

画の報告を総合的に点検し、その結果を次年度の実施計画に反映させるなど必要に応

じて適宜見直し、実施計画の実施に努めます。
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４ 基本計画の推進期間と見直し

国の「人権教育・啓発に関する計画」、大分県の「人権尊重施策基本方針」及び本市

の長期計画を踏まえて、中長期的な計画とします。また、社会情勢の変化や進捗状況

など必要に応じて、適宜見直しを行います。
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用 語 解 説

＊1ヘイトスピーチ

特定の民族や国籍の人々を排斥する差別的言動や人種、民族、国籍、性などのマイノリティ（少数者）

に対して向けられる差別的攻撃。

＊2社会的弱者に係る人権の諸課題

「部落差別問題・女性・子ども・高齢者・障がい者・外国人・医療・様々な人権」の 8分野を人権問

題の重要課題としており、この 8分野を社会的弱者に係る人権の諸課題としている。

＊3国際年

国際婦人年、国際児童年、国際障害者年、国際識字年、国際寛容年など。

＊4人権教育のための国連 10年

1995 年（平成 7年）～2004 年（平成 16年）。1994 年（平成 6年）の国連総会で決議され、国連行動

計画が発表された。国連の計画では、人権侵害を受けている社会集団を分類して人権問題の重要課題

を整理したこと、人権保障に実効のある職業集団を定めて特別に教育すること、人権文化（人権を尊

重する意識を高め、態度を示し、行動すること）の構築を目的とすること、国際人権基準の普及を図

ること、広報を重視すること、態度形成の手法を普及することなどが示されている。

＊4-1持続可能な開発目標（SDGs）

2015 年 9月に国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」に記載された

国際目標。持続可能な世界を実現するため、17の目標と 169 のターゲットから構成される。17 の目

標には「あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を推進する」や「ジェンダー（社

会的性別）の平等を達成し、すべての女性と女児のエンパワーメント（自分で決定し、行動できる能

力を身につけること）を図る」等がある。

＊4-2目標 4.7

SDGs の目標４「すべての人々に包括的かつ公平で質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促進する」

のうちのターゲットの１つ。「2030 年までに持続可能な開発と持続可能なライフスタイル、人権、ジ

ェンダー平等、平和と非暴力の文化、グローバル市民、および文化的多様性と文化が持続可能な開発

をもたらす貢献の理解などの教育を通じて、すべての学習者が持続可能な開発を推進するための知識

とスキルを獲得するようにする」ことが掲げられている。

＊5ＮＧＯ

Non Governmental Organization の略。政府間協定によらず設立された国際協力組織。非政府組織。

＊6ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）

広義では、女性、子ども、高齢者、障がい者など家庭弱者への継続的な虐待を指す。ここでは、婚姻

の有無を問わず、親密な関係にある異性に対しての心理的、身体的、性的暴力を指す。

＊7男女共同参画社会
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男女が社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野の活動に参画する機会が

確保されることにより、等しく政治的、経済的、社会的及び文化的利益を受け、共に責任を担う社会。

＊8セクシュアル・ハラスメント

相手の意に反した性的な性質の言動、身体への接触、性的関係の強要、公衆の場へのわいせつな写真

の掲示など、様々な態様のものが含まれます。

＊9ストーカー

忍び寄る者の意。自分が一方的に関心を抱いた相手にしつこくつきまとう人物のこと。特定の人にた

いして、待ち伏せ・尾行・手紙や昼夜をかまわないでファックス・メール・電話などの行為を執拗に

繰り返すことを行う者をいう。

＊10固定的役割分担意識

男女を問わず個人の能力等によって役割の分担を決めることが適当であるにも関わらず、「男は仕

事・女は家庭」等のように、性別を理由として、役割を固定的に分ける考え方のこと。

＊11ワーク・ライフ・バランス

仕事と生活の調和。やりがいのある仕事と充実した私生活を両立させるという考え方。1990 年代のア

メリカで生まれたもの。企業はこの実現のために、フレックスタイム、育児・介護のための時短、在

宅勤務などを導入している。

＊12ノーマライゼーション

障がいのある人を特別視するのではなく、障がいのある人が一般社会の中で普通の生活ができるよう

な条件を整えるべきであり、健常者と障がいのある人が共に生きる社会であるという考え方。

＊13成年後見制度

精神上の障がい（知的障がい、精神障がい、認知症など）により、判断能力が十分でない方が不利益

を被らないように家庭裁判所に申立てをして、その方を援助してくれる人を付けてもらう制度。

＊14合理的配慮

障がい者から、社会の中にあるバリアを取り除くために何らかの対応を必要としているとの意思が伝

えられたときに、負担が重すぎない範囲で対応すること。

＊15ＨＩＶ

ヒト免疫不全ウィルス（Human Immunodeficiency Virus）の略語。ウイルスの名前

＊16住基ネット

住民基本台帳ネットワークシステム。平成 15 年 8月本格稼働。住民基本台帳を基礎データにして公

的な証明を全国どこでも受けられるとするもの。公的個人認証サービスに使用できる。

＊17マイナンバー制度

住民票を有する全ての方に 1人 1つの番号を付すもの。2015 年（平成 27年）10月から 12 桁のマイ

ナンバー（個人番号）が通知され、2016 年（平成 28 年）1月から順次、社会保障、税、災害対策の



67

行政手続で使用されている。

＊18婚外子

法的に婚姻関係にない男女から生まれた子ども。法律上は、非嫡出子と呼ばれる。

＊19スクール・セクシュアルハラスメント

学校で教職員が児童生徒等に性的な言動を行うこと。大人と子ども、指導・被指導の関係の下で起こ

るため、児童生徒が拒否することが困難であり逃れ難い状況で発生する特性がある。

＊20認定こども園

教育・保育を一体的に行う施設で、幼稚園と保育所の両方の良さをあわせ持つ施設。また、子育て支

援の場が用意されており、施設に通っていない子どもの家庭も、子育て相談や親子の交流の場への参

加ができる。

＊21公正採用選考人権啓発推進員

ハローワークが選定した従業員 30人以上の事業所で選任される。それぞれの事業所で公正な採用・

選考システムの確立を図ることを主な役割としている。
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豊後大野市における部落差別をはじめあらゆる差別をなくし人権を擁護する条例

平成 17年 7月 19 日

条例第 279 号

改正 平成 30年 9月 28日条例第 37号

（目的）

第１条 この条例は、すべての国民に基本的人権の享有を保障し、法の下の平等を定める日本国憲

法及び部落差別の解消に関する基本理念等を定める部落差別の解消の推進に関する法律（平成 28

年法律第 109 号）並びに自由及び平等を定める世界人権宣言の基本理念に基づき、市及び市民の責

務等に関し必要な事項を定めることにより、部落差別をはじめ、あらゆる差別（以下「差別」とい

う。）の撤廃及び人権の擁護を図り、もって平和な明るい地域社会の実現に寄与することを目的と

する。

（市の責務）

第２条 市は、前条の目的を達成するため、国、他の地方公共団体及び関係団体との連携を図り、

教育、啓発及びそれらに必要な施策の推進に努めるものとする。

（市民の責務）

第３条 市民は、相互に基本的人権を尊重し、差別の撤廃及び人権の擁護に関する施策に協力する

とともに、自らも差別及び差別を助長する行為をしないよう努めるものとする。

（実態調査）

第４条 市は、第 2条に規定する施策の策定及び推進に反映させるため、必要に応じて実態調査等

を行うものとする。

（相談体制の充実）

第５条 市は、差別に関する相談に的確に応じるため、相談体制の充実を図るよう努めるものとす

る。

（審議会）

第６条 市は、この条例の目的を達成するために必要な施策の推進に関する事項を審議するために、

豊後大野市差別撤廃・人権擁護審議会（以下「審議会」という。）を置く。

２ 前項の審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。

（委任）

第７条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

附 則（平成 30年 9月 28 日条例第 37号）

この条例は、公布の日から施行する。
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豊後大野市差別撤廃・人権擁護審議会規則
平成 17年 7月 19 日

規則第 213 号
最終改正 令和 3年 10 月 29日規則第 43号

（趣旨）
第１条 この規則は、豊後大野市における部落差別をはじめあらゆる差別をなくし人権を擁護する
条例（平成 17年豊後大野市条例第 279 号。以下「条例」という。）第 6条第 2項の規定により、豊
後大野市差別撤廃・人権擁護審議会（以下「審議会」という。）の組織及び運営に関し必要な事項
を定めるものとする。
（組織）
第２条 審議会は、委員 20人以内をもって組織し、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。
(1) 市議会代表
(2) 市社会福祉協議会代表
(3) 市自治会代表
(4) 市教育委員代表
(5) 市民生児童委員代表
(6) 人権擁護委員代表
(7) 部落解放同盟大分県連合会大野支部代表
(8) 身体障害者福祉協議会代表
(9) 老人クラブ代表
(10) 女性団体代表
(11) 学校代表
(12) PTA 代表
(13) 人権・部落差別解消教育機関代表
(14) その他市長が必要と認める者
２ 委員の任期は、2年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。
３ 委員は、再任されることができる。
（会長及び副会長）
第３条 審議会に会長及び副会長 1人を置き、委員の互選によりこれを定める。
２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。
３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理
する。
（会議）
第４条 審議会の会議（以下「会議」という。）は、必要に応じて会長が招集し、その議長となる。
２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。
３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。
（意見の聴収）
第５条 審議会は、調査及び審議のため必要があるときは、関係者から意見を聴くことができる。
（庶務）
第６条 審議会の庶務は、人権・部落差別解消推進課において処理する。
（その他）
第７条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会に諮って
定める。
附 則
この規則は、公布の日から施行する。
･･･
附 則（令和 3年 10 月 29 日規則第 43号）
この規則は、公布の日から施行する。
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豊後大野市人権・部落差別問題啓発推進協議会設置要綱

平成 17年 8月 11 日

告示第 167 号

最終改正 令和 3年 5月 12 日告示第 130 号

（設置）

第１条 人権尊重の緊要性に関する認識の高まり、人権侵害の現状や人権擁護に関する内外の情勢

にかんがみ、部落差別問題をはじめ、あらゆる人権に関する教育・啓発を推進し、もって豊後大野

市における人権意識の高揚と差別の撤廃に資するため、豊後大野市人権・部落差別問題啓発推進協

議会（以下「協議会」という。）を設置する。

（所掌事務）

第２条 協議会は、前条の目的を達成するために、次に掲げる事業を行う。

(1) 人権・部落差別問題の啓発に関すること。

(2) 人権教育・部落差別解消教育に関すること。

(3) 関係機関・団体との研修に関すること。

(4) 関係機関・団体との連絡調整に関すること。

(5) その他目的達成のために必要と認められること。

（組織）

第３条 協議会は、会長、副会長及び委員 40人以内をもって組織する。

２ 委員は、別表に掲げる職にある者、機関及び団体の職員又は代表者等のうちから市長が委嘱す

る。

３ 委員の任期は、委嘱の日からおおむね 2年以内において市長の定める日までとする。ただし、

補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

４ 委員は、再任されることができる。

（会長及び副会長）

第４条 会長は市長を、副会長は市教育委員会教育長をもってこれに充てる。

２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理

する。

（会議）

第５条 協議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、その議長となる。

２ 会議は、定例会及び臨時会とし、定例会は年 2回、臨時会は必要に応じて会長が招集する。

３ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。

４ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところ

による。

（庶務）

第６条 協議会の庶務は、人権・部落差別解消推進課において処理する。

（委任）

第７条 この告示に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協議会に諮って

定める。

附 則

この告示は、公示の日から施行する。
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附 則（平成 18年 3月 3日告示第 22号）

･･･

附 則（令和 3年 5月 12 日告示第 130 号）

この告示は、公示の日から施行する。

別表（第 3条関係）

豊後大野市

豊後大野市議会

豊後大野市教育委員会

豊後大野市社会教育委員の会

豊後大野市農業委員会

大分県豊肥振興局

豊後大野公共職業安定所

豊後大野労働基準監督署

豊後大野市社会福祉協議会

部落解放同盟大分県連合会大野支部

豊後大野市人権・部落差別解消教育研究協議会

豊後大野市民生児童委員協議会

豊後大野市老人クラブ連合会

豊後大野市自治会連合会

大分県農業協同組合豊肥事業部

豊後大野市商工会

大分県建設業協会大野支部

豊後大野保護区保護司会

人権擁護委員

大分県立三重総合高等学校

大分県立三重総合高等学校 PTA

豊後大野市校長会

豊後大野市 PTA 連合会

豊後大野市地域人権教育・啓発推進協議会連絡会

識見を有する者

その他市長が特に必要と認める者
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あらゆる差別のない明るく住みよい社会の実現をめざし、市民とともに努力

していく決意を表明するため、人権尊重都市の宣言を行う。

人権尊重都市宣言

「豊かな自然と文化を未来につなぐやすらぎ交流都市」を目指す私たち豊後

大野市民は、一人ひとりの基本的人権が保障された、真に住みよい豊後大野市

を求め、たゆまない努力を続けるため「人権尊重都市」を宣言します。

平成１７（２００５）年７月１５日 制定
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豊後大野市男女共同参画推進条例

平成 17（2005）年 7月 19 日

条例第 280 号

（目的）

第１条 この条例は、男女共同参画の推進に関し、基本理念を定め、市、市民及び事業者の責務を

明らかにし、並びに男女共同参画に関する基本施策を定めることにより、男女共同参画社会の実

現を総合的かつ計画的に推進することを目的とする。

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

（１） 男女共同参画 男女が社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる

分野の活動に参画する機会が確保されることにより、等しく政治的、経済的、社会的及び文

化的利益を受け、共に責任を担うことをいう。

（２） 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内

において、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。

（３） セクシュアル・ハラスメント 性的な言動により相手方を不快にさせ、若しくはその者

の生活環境を害し、又は性的な言動に対する相手方の対応によりその者に不利益を与えるこ

とをいう。

（４） 市民 市内に居住し、通学し、通勤し、又は市内で活動するものをいう。

（５） 事業者 個人又は法人にかかわらず、市内において事業を行うすべてのものをいう。

（基本理念）

第３条 市における男女共同参画は、次に掲げる理念（以下「基本理念」という。)にのっとり、

推進されなければならない。

（１） 男女共同参画の推進に当たっては、男女が人としての尊厳を重んぜられること、直接又

は間接にかかわらず性別により差別的取扱いを受けないこと、個人として能力を発揮する機

会が確保されること、人権侵害である男女間の身体的、精神的、経済的、性的暴力等あらゆ

る暴力が根絶されることその他の男女の人権が尊重されることを旨として、行われなければ

ならない。

（２） 男女共同参画の推進に当たっては、性別による固定的な役割分担等を反映した社会にお

ける制度又は慣行が、男女の自由な活動の選択を妨げることのないように配慮されなければ

ならない。

（３） 男女共同参画の推進に当たっては、男女が、社会の対等な構成員として、市、事業者そ

の他の団体における政策又は方針の立案及び決定に参画する機会が確保されなければなら

ない。

（４） 男女共同参画の推進に当たっては、男女が、相互の協力と社会の支援の下に、子の養育、

家族の介護その他の家庭生活における活動について、家族の一員としてその役割を円滑に果

たすとともに、職業生活その他の社会における活動を行うことができるようにしなければな

らない。

（５） 男女共同参画の推進に当たっては、男女が互いの性を尊重するとともに、性と生殖に関

し、自らの意思が尊重されること及び生涯にわたる心身の健康に配慮されなければならない。

（６） 男女共同参画の推進に当たっては、世界の国々で取り組むべき課題であることを認識し、

広く世界に向けた視野の下に、積極的に行われなければならない。

（市の責務）

第４条 市は、基本理念にのっとり、男女共同参画の推進に関する施策（積極的改善措置を含む。
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以下同じ。）を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。

２ 市は、男女共同参画推進施策の策定及び実施に当たっては、財政上の措置及び実施体制の整備

に努めなければならない。

（市民の責務）

第５条 市民は、性別による固定的な役割分担意識に基づく社会における制度及び慣行を改善し、

家庭、職場、学校、地域その他の社会のあらゆる分野において男女共同参画を推進するよう努め

なければならない。

２ 市民は、市が実施する男女共同参画推進施策に協力するよう努めなければならない。

（事業者の責務）

第６条 事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動において男女共同参画を推進し、就労者の

職業活動と家庭生活における活動の両立を支援するため、就労環境を整備するよう努めなければ

ならない。

２ 事業者は、就労者に対し、就労に関して男女共同参画の推進に必要な情報を提供し、及び市が

実施する男女共同参画推進施策に協力するよう努めなければならない。

（性別による権利侵害の禁止）

第７条 何人も、あらゆる場において、性別により差別的取扱いをしてはならない。

２ 何人も、あらゆる場において、セクシュアル・ハラスメントを行ってはならない。

３ 何人も、夫婦間を含むすべての男女間において、身体的、精神的、経済的、性的暴力等あらゆ

る暴力行為を行ってはならない。

（公衆に情報を表示する場合の配慮）

第８条 何人も、公衆に表示する情報においては、性別による固定的な役割分担、セクシュアル・

ハラスメント及び男女間の暴力的行為を助長する表現その他男女共同参画の推進を妨げる表現

を用いないよう努めなければならない。

（基本計画）

第９条 市長は、男女共同参画推進施策を総合的かつ計画的に実施するため、男女共同参画推進の

ための基本的な計画（以下「基本計画」という。）を策定しなければならない。

２ 基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。

（１） 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画推進施策の大綱

（２） 前号に掲げるもののほか、男女共同参画推進施策を総合的かつ計画的に実施するために

必要な事項

３ 市長は、基本計画の策定に当たっては、市民の意見を反映し、第１８条に規定する豊後大野市

男女共同参画審議会への諮問等、適切な措置を講じなければならない。

４ 市長は、基本計画を策定したときは、速やかにこれを公表するものとする。

５ 前２項の規定は、基本計画の変更について準用する。

（市民及び事業者の理解を深めるための措置）

第 1０条 市は、男女共同参画の推進について、市民及び事業者の理解を深めるために、あらゆる

機会を通じて情報を提供し、及び啓発活動を行うよう努めるものとする。

（推進体制の整備等）

第１１条 市は、男女共同参画の推進に関する教育及び学習の充実に努めるとともに、男女共同参

画の推進を図るために必要な推進体制の整備に努めるものとする。

２ 市は、市民等が男女共同参画の推進のために行う活動を支援するよう努めるものとする。

（家庭生活における活動と他の活動の両立支援）

第１２条 市は、男女がともに家庭生活と職業生活その他の社会における活動と両立することがで
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きるよう、その支援に努めるものとする。

（政策等の立案及び決定への共同参画）

第１３条 市は、法令等により設置された委員並びに委員会、審議会及びこれらに準ずるものの構

成員の選任に当たっては、積極的改善措置を講ずることにより、できる限り男女の均衡を図るよ

う努めるものとする。

２ 市は、事業者等における方針の立案及び決定に男女が共同して参画する機会が確保されるよう

に、情報の提供その他の必要な支援を行うよう努めるものとする。

（調査研究）

第１４条 市は、男女共同参画推進施策を策定し、かつ、実施するために必要な調査研究を行うよ

う努めるものとする。

（事業者からの報告等）

第１５条 市長は、必要があると認めるときは、事業者に対し、男女共同参画に関する事項につい

て報告を求めるとともに、助言することができる。

（苦情及び相談等の申出）

第１６条 市長は、市民又は事業者からの、男女共同参画の推進に影響を及ぼすと認められる市の

施策に関する苦情の申出及び性別による差別的取扱い等に関する相談の申出等に対し、適切かつ

迅速に対応するよう努めるものとする。

２ 市長は、前項の規定による申出に対応するため必要があると認めるときは、豊後大野市男女共

同参画審議会の意見を聴くことができる。

３ 市長は、第１項の規定による申出に対応する場合において、必要があると認めるときは、調査

を行うことができる。この場合において、関係者は、当該調査に協力するよう努めなければなら

ない。

４ 市長は、前項の調査により、必要があると認めるときは、関係者に対し指導及び助言を行うこ

とができる。

（年次報告等）

第１７条 市長は、毎年、男女共同参画の推進状況及び実施状況について公表するものとする。

（豊後大野市男女共同参画審議会）

第１８条 次に掲げる事務を行うため、豊後大野市男女共同参画審議会（以下「審議会」という。）

を置く。

（１） 第９条第３項の規定により諮問された事項について審議すること。

（２） 第１６条第２項の規定により意見を求められた事項について市長に意見を述べること。

（３） 男女共同参画の推進に関する重要な事項について、市長の諮問に応じて答申し、及び市

長に建議すること。

２ 審議会は、市長が委嘱する委員１５人以内で組織する。

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、欠員が生じた場合における補欠の委員の任期は、前任者

の残任期間とする。

４ 委員は、再任されることができる。

５ 委員は、職務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする｡

６ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。

（委任）

第１９条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

附則

この条例は、公布の日から施行する。
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豊後大野市人権・部落差別解消等に関する庁内組織設置規程

平成 18年 7月 21 日

訓令第 9号

最終改正 平成 30年 3月 22 日訓令第 4号

（設置）

第１条 豊後大野市における人権・部落差別問題及び男女共同参画（以下「人権・部落差別問題等」と

いう。）の円滑な施策推進等に資することを目的として人権・部落差別問題等に関する庁内組織（以

下「庁内組織」という。）を設置する。

（所掌事務）

第２条 庁内組織は、次に掲げる事項を所掌する。

(1) 豊後大野市差別撤廃・人権擁護審議会及び豊後大野市男女共同参画審議会への諮問内容等に関す

る事項

(2) 各課等において連絡調整を要する事項

(3) その他人権・部落差別解消推進課長が必要と認める事項

（構成）

第３条 庁内組織は、幹事会、兼務者会議及び関係課会議をもって構成する。

（幹事会）

第４条 幹事会は、庁内組織の最高意思決定機関とする。

２ 幹事会は、豊後大野市庁内連絡会議規程（平成 30年豊後大野市訓令第 2号）第 1条の規定により

設置された庁内連絡会議を構成する者をもって組織する。

３ 前項に規定する者が会議に出席できないときは、代理の者を出席させるものとする。

４ 幹事会は、必要に応じて開催するものとし、人権・部落差別解消推進課長がこれを主宰する。

（兼務者会議）

第５条 兼務者会議は、各課等から適宜選出された主幹の職員をもって組織する。

２ 前項に規定する者が会議に出席できないときは、代理の者を出席させるものとする。

３ 兼務者会議は、幹事会に付議する事項について協議するとともに、各課内における連絡調整を行う。

４ 兼務者会議は、必要に応じて開催するものとし、人権・部落差別解消推進課長がこれを主宰する。

（関係課会議）

第６条 関係課会議は、総務課、学校教育課、社会教育課及び人権・部落差別解消推進課の関係職員を

もって組織する。

２ 関係課会議は、人権・部落差別問題等に関し、基礎的な検討を行う。

３ 関係課会議は、必要に応じて開催するものとし、人権・部落差別解消推進課長がこれを主宰する。

（庶務）

第７条 庁内組織に関する庶務は、人権・部落差別解消推進課において処理する。

（その他）

第８条 この訓令に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。

附 則

この訓令は、平成 18年 7月 21 日から施行する。

附 則（平成 30年 3月 22 日訓令第 4号）

この訓令は、平成 30年 4月 1日から施行する。
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日本国憲法（抜粋）

昭和 21（1946）年 11月 3日公布

（基本的人権）

第１１条 国民は、すべての基本的人権の享有を妨げられない。この憲法が国民に保障する基本的

人権は、侵すことのできない永久の権利として、現在及び将来の国民に与へられる。

（自由及び権利の保持義務と公共福祉性）

第１２条 この憲法が国民に保障する自由及び権利は、国民の不断の努力によって、これを保持し

なければならない。又、国民は、これを濫用してはならないのであって、常に公共の福祉のため

にこれを利用する責任を負ふ。

（個人の尊重と公共の福祉）

第１３条 すべて国民は、個人として尊重される。生命、自由及び幸福追求に対する国民の権利に

ついては、公共の福祉に反しない限り、立法その他の国政の上で、最大の尊重を必要とする。

（平等原則、貴族制度の否認及び栄典の限界）

第１４条 すべて国民は、法の下に平等であって、人権、信条、性別、社会的身分又は門地により、

政治的、経済的又は社会的関係において、差別されない。

２ 華族その他の貴族の制度は、これを認めない。

３ 栄誉、勲章その他の栄典の授与は、いかなる特権も伴はない。栄典の授与は、現にこれを有し、

又は将来これを受ける者の一代に限り、その効力を有する。

（居住、移転、職業選択、外国移住及び国籍離脱の自由）

第２２条 何人も、公共の福祉に反しない限り、居住、移転及び職業選択の自由を有する。

２ 何人も、外国に移住し、又は国籍を離脱する自由を侵されない。

（家族関係における個人の尊厳と両性の平等）

第２４条 婚姻は、両性の合意のみに基づいて成立し、夫婦が同等の権利を有することを基本とし

て、相互の協力により、維持されなければならない。

２ 配偶者の選択、財産権、相続、住居の選定、離婚並びに婚姻及び家族に関するその他の事項に

関しては、法律は、個人の尊重と両性の本質的平等に立脚して、制定されなければならない。

（生存権及び国民生活の社会的進歩向上に努める国の義務）

第２５条 すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する。

２ 国は、すべての生活部面について、社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び増進に努めな

ければならない。

（教育を受ける権利と受けさせる義務）

第２６条 すべて国民は、法律の定めるところにより、その能力に応じて、ひとしく教育を受ける

権利を有する。

２ すべて国民は、法律の定めるところにより、その保護する子女に普通教育を受けさせる義務を

負ふ。義務教育は、これを無償とする。

（勤労の権利と義務、勤労条件の基準及び児童酷使の禁止）

第２７条 すべて国民は、勤労の権利を有し、義務を負ふ。

２ 賃金、就業時間、休息その他の勤労条件に関する基準は、法律でこれを定める。

３ 児童は、これを酷使してはならない。

（基本的人権の由来特質）

第９７条 この憲法が日本国民に保障する基本的人権は、人類の多年にわたる自由獲得の努力の成

果であって、これらの権利は、過去幾多の試練に堪へ、現在及び将来の国民に対し、侵すことの

できない永久の権利として信託されたものである。
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人権教育及び人権啓発の推進に関する法律

平成 12（2000）年 12月 6日公布 法律第 147 号

（目的）

第１条 この法律は、人権の尊重の緊要性に関する認識の高まり、社会的身分、門地、人種、信条

又は性別による不当な差別の発生等の人権侵害の現状その他人権の擁護に関する内外の情勢に

かんがみ、人権教育及び人権啓発に関する施策の推進について、国、地方公共団体及び国民の責

務を明らかにするとともに、必要な措置を定め、もって人権の擁護に資することを目的とする｡

（定義）

第２条 この法律において、人権教育とは、人権尊重の精神の涵養を目的とする教育活動をいい、

人権啓発とは、国民の間に人権尊重の理念を普及させ、及びそれに対する国民の理解を深めるこ

とを目的とする広報その他の啓発活動（人権教育を除く。）をいう。

（基本理念）

第３条 国及び地方公共団体が行なう人権教育及び人権啓発は、学校、地域、家庭、職域その他の

様々な場を通じて、国民が、その発達段階に応じ、人権尊重の理念に対する理解を深め、これを

体得することができるよう、多様な機会の提供、効果的な手法の採用、国民の自主性の尊重及び

実施機関の中立性の確保を旨として行われなければならない。

（国の責務）

第４条 国は、前条に定める人権教育及び人権啓発の基本理念(以下「基本理念」という。)にのっ

とり、人権教育及び人権啓発に関する施策を策定し、及び実施する責務を有する。

（地方公共団体の責務）

第５条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、国との連携を図りつつ、その地域の実情を踏まえ、

人権教育及び人権啓発に関する施策を策定し、及び実施する責務を有する。

（国民の責務）

第６条 国民は、人権尊重の精神の涵養に努めるとともに、人権が尊重される社会の実現に寄与す

るよう努めなければならない。

（基本計画の策定）

第７条 国は、人権教育及び人権啓発に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、人権教

育及び人権啓発に関する基本的な計画を策定しなければならない。

（年次報告）

第８条 政府は、毎年、国会に、政府が講じた人権教育及び人権啓発に関する施策についての報告

を提出しなければならない。

（財政上の措置）

第９条 国は、人権教育及び人権啓発に関する施策を実施する地方公共団体に対し、当該施策に係

る事業の委託その他の方法により、財政上の措置を講ずることができる。

附 則

（施行期日）

第１条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、第８条の規定は、この法律の施行の日の属

する年度の翌年度以降に講じる人権教育及び人権啓発に関する施策について適用する。

（見直し）

第２条 この法律は、この法律の施行の日から３年以内に、人権擁護施策推進法（平成８年法律第

１２０号）第３条第２項に基づく人権が侵害された場合における被害者の救済に関する施策の充

実に関する基本的事項についての人権擁護推進審議会の調査審議の結果をも踏まえ、見直しを行

うものとする。
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同和対策審議会答申（抜粋）

昭和 40（1965）年 8月 11 日

内閣総理大臣宛

前文

・・・（略）・・・いうまでもなく同和問題は人類普遍の原理である人間の自由と平等に関する問題

であり、日本国憲法によって保障された基本的人権にかかわる課題である。したがって、審議会は

これを未解決に放置することは断じて許されないことであり、その早急な解決こそ国の責務であり、

同時に国民的課題であるとの認識に立って対策の探求に努力した｡

・・・（略）・・・

政府においては、本答申の報告を尊重し、有効適切な施策を実施して、問題を抜本的に解決し、

恥ずべき社会悪を払拭して、あるべからざる差別の長き歴史の終止符が一日もすみやかに実現され

るよう万全の処置をとられることを要望し期待するものである。

第１部 同和問題の認識

１ 同和問題の本質

いわゆる同和問題とは、日本社会の歴史的発展の過程において形成された身分階層構造に基づく

差別により、日本国民の一部の集団が経済的・社会的・文化的に低位の状態におかれ、現代社会に

おいても、なおいちじるしく基本的人権を侵害され、とくに、近代社会の原理として何人にも保障

されている市民的権利と自由を完全に保障されていないという、もっとも深刻にして重大な社会問

題である。

・・・略・・・

すなわち、同和問題は、日本民族、日本国民のなかの身分的差別をうける少数集団の問題である。

同和地区は、中世末期ないしは近世初期において、封建社会の政治的、経済的、社会的諸条件に規

制せられ、一定地域に定着して居住することにより形成された集落である。

・・・略・・・

しかし明治維新の変革は、同和地区住民にとって大きな歴史的転換の契機となった。すなわち、

明治４年８月２８日公布された太政官布告第６１号により、同和地区住民は、いちおう制度上の身

分差別から解放されたのである。

・・・略・・・

しかしながら、太政官布告は形式的な解放令にすぎなかった。それは単に蔑称を廃止し、身分と

職業が平民なみにあつかわれることを宣明したにとどまり、現実の社会関係における実質的な解放

を保障するものではなかった。

・・・略・・・

すなわち、わが国の社会は、一面では近代的な市民社会の性格をもっているが、他面では、前近

代的な身分社会の性格をもっている。今日なお古い伝統的な共同体関係が生き残っており、人々は

個人として完全に独立しておらず、伝統や慣習に束縛されて、自由な意志で行動することを妨げら

れている｡

・・・略・・・

さらに、また、精神、文化の分野でも昔ながらの迷信、非合理的な偏見、前近代的な意識などが

根づよく生き残っており、特異の精神風土と民族的性格を形成している｡

・・・略・・・

したがって、戦後のわが国の社会状況はめざましい変化を遂げ、政治制度の民主化が前進したの
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みでなく、経済の高度成長を基底とする社会、経済、文化の近代化が進展したにもかかわらず、同

和問題はいぜんとして未解決のままでとり残されているのである。

しかるに、世間の一部の人々は、同和問題は過去の問題であって、今日の民主化、近代化が進ん

だわが国においてはもはや問題は存在しないと考えている｡

けれども、この問題の存在は、主観をこえた客観的事実に基づくものである｡

同和問題もまた、すべての社会事象がそうであるように、人間社会の歴史的発展の一定の段階に

おいて発生し、成長し、消滅する歴史的現象にほかならない。

したがって、いかなる時代がこようと、どのように社会が変化しようと、同和問題が解決するこ

とは永久にありえないと考えるのは妥当でない。また、「寝た子をおこすな」式の考えで、同和問

題はこのまま放置しておけば社会進化にともないいつとはなく解消すると主張することにも同意

できない｡

実に部落差別は、半封建的な身分差別であり、わが国の社会に潜在的または顕在的に厳存し、多

種多様の形態で発現する。それを分類すれば、心理的差別と実態的差別とにこれを分けることがで

きる。

心理的差別とは、人々の観念や意識のうちに潜在する差別であるが、それは言語や文字や行為を

媒体として顕在化する。たとえば、言葉や文字では封建的身分の賎称をあらわして侮蔑する差別、

非合理な偏見や嫌悪の感情によって交際を拒み、婚約を破棄するなどの行動にあらわれる差別であ

る。実態的差別とは、同和地区住民の生活実態に具現されている差別のことである。たとえば、就

職・教育の機会均等が実質的に保障されず、政治に参与する権利が選挙などの機会に阻害され、一

般行政諸施策がその対象から疎外されるなどの差別であり、このような劣悪な生活環境、特殊で低

位の職業構成、平均値の数倍にのぼる高率の生活保護率、きわだって低い教育文化水準など同和地

区の特徴として指摘される諸現象は、すべて差別の具象化であるとする見方である。

このような心理的差別と実態的差別とは相互に因果関係を保ち相互に作用しあっている。すなわ

ち、心理的差別が原因となって実態的差別をつくり、反面では実態的差別が原因となって心理的差

別を助長するという具合である。そして、この相関関係が差別を再生産する悪循環をくりかえすわ

けである。

・・・略・・・

第３部 同和対策の具体案

これまでの同和対策は、明治維新の際の太政官布告を拠りどころとするものであって、それはそ

れなりに無視することのできない意義をもっていた。けれども現時点における同和対策は、日本国

憲法に基づいて行われるものであって、より積極的な意義をもつものである。その点では同和行政

は、基本的には国の責任において当然行うべき行政であって、過渡的な特殊行政でもなければ、行

政外の行政でもない。部落差別が現存するかぎりこの行政は積極的に推進されなければならない。

したがって、同和対策は、生活環境の改善、社会福祉の充実、産業職業の安定、教育文化の向上

及び基本的人権の擁護等を内容とする総合対策でなければならないのである。

以上の諸施策は、各々その分野において強力に推進されなければならないが、同時に、総合対策

として統一的に把握され、有機的かつ計画的に実施されなければならない。

・・・略・・・
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地域改善対策協議会意見具申（抜粋）

平成 8（1996）年 5月 17 日

（総括部会報告書）

地域改善対策協議会においては、同和問題の早期解決を図るため、平成３（１９９１）年１２月

の地域改善対策協議会意見具申が地域改善対策の今後の基本的な課題として掲げている、（１）心

理的差別の解消に向けた啓発等のソフト面の推進方策、（２）行政運営の適正化等今後の地域改善

対策を適正に推進するための方策、（３）地域改善対策特定事業（物的事業及び非物的事業）の一

般対策への円滑な移行方策等を審議する機関として、平成５（１９９３）年７月２８日の総会で当

部会の設置を決定した。

当部会は、平成５（１９９３）年１０月６日の第１回会合以来、これまで２年半にわたり、２９

回に及ぶ部会を開催し、関係各省庁からの説明、政府が実施した平成５（１９９３）年度同和地区

実態把握等調査をはじめとするこれまでの関係諸調査、民間運動団体・民間研究所及び地方公共団

体からの意見聴取、さらには現地視察等を踏まえ、国際的な潮流や人権問題全般も視野に入れつつ、

同和問題の早期解決に向けた今後の方策の在り方について、幅広く審議を行ってきた。

今般、同和問題の早期解決に向けた今後の方策の基本的な在り方について当部会の意見を取りま

とめたので、審議の結果として別紙のとおり報告する。

本報告に盛り込まれた施策を実現していくため、法的措置の必要性を含め各般の措置について具

体的な検討を要するものと考えられる。本報告が地域改善対策協議会に報告された後、政府におい

ても検討が行われるものと考えるが、いずれにしても、当部会としては、同和問題が早期に解決さ

れ、我が国が基本的人権の尊重の面で国際社会において積極的な貢献を果たせる存在になっていく

ことを期待したい。

１ 同和問題に関する基本認識

今世紀、人類は二度にわたる世界大戦の惨禍を経験し、平和が如何にかけがえのないものである

かを学んだ。しかし、世界の人々の平和への願いにもかかわらず、冷戦構造の崩壊後も、依然とし

て各地で地域紛争が多発し、多くの犠牲者を出している。紛争の背景は一概には言えないが、人種

や民族間の対立や偏見、そして差別の存在が大きな原因の一つであると思われる。こうした中で、

人類は、「平和のないところに人権は存在し得ない」、「人権のないところに平和は存在し得ない」

という大きな教訓を得た。今や、人権の尊重が平和の基礎であるということが世界の共通認識にな

りつつある。このような意味において、２１世紀は「人権の世紀」と呼ぶことができよう｡

我が国は、国際社会の一員として、国際人権規約をはじめとする人権に関する多くの条約に加入

している。懸案となっていた「あらゆる形態の人種差別の撤廃に関する国際条約」（人種差別撤廃

条約）にも加入し、「人権教育のための国連１０年」への本格的な取組みも開始された。世界の平

和を願う我が国が、世界各国との連携・協力の下に、あらゆる差別の解消を目指す国際社会の重要

な一員として、その役割を積極的に果たしていくことは、「人権の世紀」である２１世紀に向けた

我が国の枢要な責務というべきである。

ひるがえって、我が国固有の人権問題である同和問題は、憲法が保障する基本的人権の侵害に係

る深刻かつ重大な問題である。戦後５０年、本格的な対策が始まってからも四半世紀余、同和問題

は多くの人々の努力によって、解決へ向けて進んでいるものの、残念ながら依然として我が国にお

ける重要な課題と言わざるを得ない。その意味で、戦後民主主義の真価が問われていると言えよう。

また、国際社会における我が国の果たすべき役割からすれば、まずは足元とも言うべき国内におい
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て、同和問題など様々な人権問題を一日も早く解決するよう努力することは、国際的な責務である｡

昭和４０年の同和対策審議会答申（同対審答申）は、同和問題の解決は国の責務であると同時に

国民的課題であると指摘している。その精神を踏まえて、今後とも、国や地方公共団体はもとより、

国民の一人一人が同和問題の解決に向けて主体的に努力していかなければならない。そのためには、

基本的人権を保障された国民一人一人が、自分自身の課題として、同和問題を人権問題という本質

から捉え、解決に向けて努力する必要がある。

同和問題は過去の課題ではない。この問題の解決に向けた今後の取組みを人権にかかわるあらゆ

る問題の解決につなげていくという、広がりをもった現実の課題である。そのような観点から、こ

れまでの成果を土台とし、従来の取組みの反省を踏まえ、未来に向けた新たな方向性を見極めるべ

き時に差しかかっていると言えよう｡

２ 同和問題解決への取組みの経緯と現状

（１）これまでの経緯

明治４年の太政官布告は、同和問題の解決に向けた出発点になったが、十分な対策はとられ

ず、強固な差別意識は残された｡・・・略・・・

（２）現状と課題

・・・略・・・

２．これまでの成果と今後の主な課題

実態調査の結果からみて、これまでの対策は生活環境の改善をはじめとする物的な基盤整

備がおおむね完了するなど着実に成果をあげ、様々な面で存在していた較差は大きく改善さ

れた｡

しかし、高等学校や大学への進学率にみられるような教育の問題、これと密接に関連する

不安定就労の問題、産業面の問題など、較差がなお存在している分野がみられる。差別意識

は着実に解消へ向けて進んでいるものの結婚問題を中心に依然として根深く存在している。

また、人権侵害が生じている状況もみられ、その際の人権擁護機関の対応はなお十分なもの

とは言えない。さらに、適正化対策もなお不十分な状況である｡

同和問題の解決に向けた今後の主要な課題は、依然として存在している差別意識の解消、

人権侵害による被害の救済等の対応、教育、就労、産業等の面でなお存在している較差の是

正、差別意識を生む新たな要因を克服するための施策の適正化であると考えられる｡これら

の課題については、その背景に関して十分な分析を行い、適切な施策が講じられる必要があ

る｡

３ 同和問題解決への展望

・・・略・・・

（２）今後の施策の基本的な方向

特別対策は、事業の実施の緊要性等に応じて講じられるものであり、状況が整えばできる限

り早期に一般対策へ移行することになる。一方、教育、就労、産業等の面でなお存在している

較差の背景には様々な要因があり、短期間で集中的に較差を解消することは困難とみられ、あ

る程度の時間をかけて粘り強く較差解消に努めるべきである。

このようなことから、従来の対策を漫然と継続していたのでは同和問題の早期解決に至るこ

とは困難であり、これまでの特別対策については、おおむねその目的を達成できる状況になっ

たことから、現行法の期限である平成９（１９９７）年３月末をもって終了することとし、教

育、就労、産業等のなお残された課題については、その解決のため、４で述べるような工夫を
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一般対策に加えつつ対応するという基本姿勢に立つべきである｡

本報告に盛り込まれた施策を実現していくため、法的措置の必要性を含め各般の措置につい

て具体的に検討し、これに基づいて、国及び地方公共団体は、基本的人権の尊重と同和問題の

一日も早い解決をうたった同対審答申の精神とこれまでの成果を踏まえつつ、それぞれがその

責務を自覚し、今後とも一致協力して、これらの課題の解決に向けて積極的に取り組んでいく

必要がある。

同対審答申は、「部落差別が現存するかぎりこの行政は積極的に推進されなければならない」

と指摘しており、特別対策の終了、すなわち一般対策への移行が、同和問題の早期解決を目指

す取組みの放棄を意味するものでないことは言うまでもない。一般対策移行後は、従来にも増

して、行政が基本的人権の尊重という目標をしっかりと見据え、一部に立ち遅れのあることも

視野に入れながら、地域の状況や事業の必要性の的確な把握に努め、真摯に施策を実施してい

く主体的な姿勢が求められる｡

４ 今後の重点施策の方向

（１）差別意識の解消に向けた教育及び啓発の推進

１．基本的な考え方

差別意識の解消のために教育及び啓発の果たすべき役割は極めて大きく、これまで様々な

手法で施策が推進されてきた。しかしながら、同和問題に関する国民の差別意識は解消へ向

けて進んでいるものの依然として根深く存在しており、その解消に向けた教育及び啓発は引

き続き積極的に推進していかなければならない。

教育及び啓発の手法には、法の下の平等、個人の尊重といった普遍的な視点からアプロー

チしてそれぞれの差別問題の解決につなげていく手法と、それぞれの差別問題の解決という

個別的な視点からアプローチしてあらゆる差別の解消につなげていく手法があるが、この両

者は対立するものではなく、その両者があいまって人権意識の高揚が図られ、様々な差別問

題も解消されていくものと考えられる。

今後、差別意識の解消を図るに当たっては、これまでの同和教育や啓発活動の中で積み上

げられてきた成果とこれまでの手法への評価を踏まえ、すべての人の基本的人権を尊重して

いくための人権教育、人権啓発として発展的に再構築すべきと考えられる。その中で、同和

問題を人権問題の重要な柱として捉え、この問題に固有の経緯等を十分に認識しつつ、国際

的な潮流とその取組みを踏まえて積極的に推進すべきである。

同様な視点から、「人権教育のための国連１0年」に係る施策の中でも、同和問題を我が

国の人権問題における重要な柱として捉え、今後策定される国内行動計画に基づいて教育及

び啓発を積極的に推進し、同和問題に関する差別意識の解消に努めるべきである。

・・・略・・・
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世界人権宣言

昭和 23（1948）年 12月 10 日 第 3回国際連合総会採択

前文

人類社会のすべての構成員の固有の尊厳と平等で譲ることのできない権利とを承認することは、

世界における自由、正義及び平和の基礎であるので、

人権の無視及び軽侮が、人類の良心を踏みにじった野蛮行為をもたらし、言論及び信仰の自由が

受けられ、恐怖及び欠乏のない世界の到来が、一般の人々の最高の願望として宣言されたので、

人間が専制と圧迫とに対する最後の手段として反逆に訴えることがないようにするためには、法

の支配によって人権を保護することが肝要であるので、

諸国間の友好関係の発展を促進することが、肝要であるので、

国際連合の諸国民は、国際連合憲章において、基本的人権、人間の尊厳及び価値並びに男女の同

権についての信念を再確認し、かつ、一層大きな自由のうちで社会的進歩と生活水準の向上とを促

進することを決意したので、

加盟国は、国際連合と協力して、人権及び基本的自由の普遍的な尊重及び遵守の促進を達成する

ことを誓約したので、

これらの権利及び自由に対する共通の理解は、この誓約を完全にするためにもっとも重要である

ので、

よって、ここに、国際連合総会は、

社会の各個人及び各機関が、この世界人権宣言を常に念頭に置きながら、加盟国自身の人民の間

にも、また、加盟国の管轄下にある地域の人民の間にも、これらの権利と自由との尊重を指導及び

教育によって促進すること並びにそれらの普遍的かつ効果的な承認と遵守とを国内的及び国際的

な漸進的措置によって確保することに努力するように、すべての人民とすべての国とが達成すべき

共通の基準として、この世界人権宣言を公布する。

第１条 すべての人間は、生れながらにして自由であり、かつ、尊厳と権利とについて平等である。

人間は、理性と良心とを授けられており、互いに同胞の精神をもって行動しなければならない。

第２条 すべて人は、人種、皮膚の色、性、言語、宗教、政治上その他の意見、国民的若しくは社

会的出身、財産、門地その他の地位又はこれに類するいかなる事由による差別をも受けることな

く、この宣言に掲げるすべての権利と自由とを享有することができる。

２ さらに、個人の属する国又は地域が独立国であると、信託統治地域であると、非自治地域であ

ると、又は他のなんらかの主権制限の下にあるとを問わず、その国又は地域の政治上、管轄上又

は国際上の地位に基づくいかなる差別もしてはならない。

第３条 すべて人は、生命、自由及び身体の安全に対する権利を有する。

第４条 何人も、奴隷にされ、又は苦役に服することはない。奴隷制度及び奴隷売買は、いかなる

形においても禁止する。

第５条 何人も、拷問又は残虐な、非人道的な若しくは屈辱的な取扱若しくは刑罰を受けることは

ない。

第６条 すべて人は、いかなる場所においても、法の下において、人として認められる権利を有す

る。

第７条 すべての人は、法の下において平等であり、また、いかなる差別もなしに法の平等な保護

を受ける権利を有する。すべての人は、この宣言に違反するいかなる差別に対しても、また、そ

のような差別をそそのかすいかなる行為に対しても、平等な保護を受ける権利を有する。

第８条 すべて人は、憲法又は法律によって与えられた基本的権利を侵害する行為に対し、権限を



86

有する国内裁判所による効果的な救済を受ける権利を有する。

第９条 何人も、ほしいままに逮捕、拘禁、又は追放されることはない。

第１０条 すべて人は、自己の権利及び義務並びに自己に対する刑事責任が決定されるに当って、

独立の公平な裁判所による公正な公開の審理を受けることについて完全に平等の権利を有する。

第１１条 犯罪の訴追を受けた者は、すべて、自己の弁護に必要なすべての保障を与えられた公開

の裁判において法律に従って有罪の立証があるまでは、無罪と推定される権利を有する。

２ 何人も、実行の時に国内法又は国際法により犯罪を構成しなかった作為又は不作為のために有

罪とされることはない。また、犯罪が行われた時に適用される刑罰より重い刑罰を課せられない。

第１２条 何人も、自己の私事、家族、家庭若しくは通信に対して、ほしいままに干渉され、又は

名誉及び信用に対して攻撃を受けることはない。人はすべて、このような干渉又は攻撃に対して

法の保護を受ける権利を有する。

第１３条 すべて人は、各国の境界内において自由に移転及び居住する権利を有する。

２ すべて人は、自国その他いずれの国をも立ち去り、及び自国に帰る権利を有する。

第１４条 すべて人は、迫害を免れるため、他国に避難することを求め、かつ、避難する権利を有

する｡

２ この権利は、もっぱら非政治犯罪又は国際連合の目的及び原則に反する行為を原因とする訴追

の場合には、援用することはできない。

第１５条 すべて人は、国籍をもつ権利を有する｡

２ 何人も、ほしいままにその国籍を奪われ、又はその国籍を変更する権利を否認されることはな

い。

第１６条 成年の男女は、人種、国籍又は宗教によるいかなる制限をも受けることなく、婚姻し、

かつ家庭をつくる権利を有する。成年の男女は、婚姻中、及びその解消に際し、婚姻に関し平等

の権利を有する｡

２ 婚姻は、婚姻の意思を有する両当事者の自由かつ完全な合意によってのみ成立する｡

３ 家庭は、社会の自然かつ基礎的な集団単位であって、社会及び国の保護を受ける権利を有する｡

第１７条 すべて人は、単独で又は他の者と共同して財産を所有する権利を有する。

２ 何人も、ほしいままに自己の財産を奪われることはない。

第１８条 すべて人は、思想、良心及び宗教の自由に対する権利を有する。この権利は、宗教又は

信念を変更する自由並びに単独で又は他の者と共同して、公的に又は私的に、布教、行事、礼拝

及び儀式によって宗教又は信念を表明する自由を含む。

第１９条 すべて人は、意見及び表現の自由に対する権利を有する。この権利は、干渉を受けるこ

となく自己の意見をもつ自由並びにあらゆる手段により、また、国境を越えると否とにかかわり

なく、情報及び思想を求め、受け、及び伝える自由を含む。

第２０条 すべて人は、平和的集会及び結社の自由に対する権利を有する。

２ 何人も、結社に属することを強制されない。

第２１条 すべて人は、直接に又は自由に選出された代表者を通じて、自国の政治に参与する権利

を有する。

２ すべて人は、自国においてひとしく公務につく権利を有する。

３ 人民の意思は、統治の権力の基礎とならなければならない。この意思は、定期のかつ真正な選

挙によって表明されなければならない。この選挙は、平等の普通選挙によるものでなければなら

ず、また、秘密投票又はこれと同等の自由が保障される投票手続によって行われなければならな

い。

第２２条 すべて人は、社会の一員として、社会保障を受ける権利を有し、かつ、国家的努力及び

国際的協力により、また、各国の組織及び資源に応じて、自己の尊厳と自己の人格の自由な発展
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とに欠くことのできない経済的、社会的及び文化的権利を実現する権利を有する｡

第２３条 すべて人は、勤労し、職業を自由に選択し、公正かつ有利な勤労条件を確保し、及び失

業に対する保護を受ける権利を有する｡

２ すべて人は、いかなる差別をも受けることなく、同等の勤労に対し、同等の報酬を受ける権利

を有する｡

３ 勤労する者は、すべて、自己及び家族に対して人間の尊厳にふさわしい生活を保障する公正か

つ有利な報酬を受け、かつ、必要な場合には、他の社会的保護手段によって補充を受けることが

できる。

４ すべて人は、自己の利益を保護するために労働組合を組織し、及びこれに参加する権利を有す

る。

第２４条 すべて人は、労働時間の合理的な制限及び定期的な有給休暇を含む休息及び余暇をもつ

権利を有する。

第２５条 すべて人は、衣食住、医療及び必要な社会的施設等により、自己及び家族の健康及び福

祉に十分な生活水準を保持する権利並びに失業、疾病、心身障害、配偶者の死亡、老齢その他不

可抗力による生活不能の場合は、保障を受ける権利を有する｡

２ 母と子とは、特別の保護及び援助を受ける権利を有する。すべての児童は、嫡出であると否と

を問わず、同じ社会的保護を受ける｡

第２６条 すべて人は、教育を受ける権利を有する。教育は、少なくとも初等の及び基礎的の段階

においては、無償でなければならない。初等教育は、義務的でなければならない。技術教育及び

職業教育は、一般に利用できるものでなければならず、また、高等教育は、能力に応じ、すべて

の者にひとしく開放されていなければならない。

２ 教育は、人格の完全な発展並びに人権及び基本的自由の尊重の強化を目的としなければならな

い。教育は、すべての国又は人種若しくは宗教的集団の相互間の理解、寛容及び友好関係を増進

し、かつ、平和の維持のため、国際連合の活動を促進するものでなければならない。

３ 親は、子に与える教育の種類を選択する優先的権利を有する。

第２７条 すべて人は、自由に社会の文化生活に参加し、芸術を鑑賞し、及び科学の進歩とその恩

恵とにあずかる権利を有する。

２ すべて人は、その創作した科学的、文学的又は美術的作品から生ずる精神的及び物質的利益を

保護される権利を有する。

第２８条 すべて人は、この宣言に掲げる権利及び自由が完全に実現される社会的及び国際的秩序

に対する権利を有する。

第２９条 すべて人は、その人格の自由かつ完全な発展がその中にあってのみ可能である社会に対

して義務を負う。

２ すべて人は、自己の権利及び自由を行使するに当たっては、他人の権利及び自由の正当な承認

及び尊重を保障すること並びに民主的社会における道徳、公の秩序及び一般の福祉の正当な要求

を満たすことをもっぱら目的として法律によって定められた制限にのみ服する。

３ これらの権利及び自由は、いかなる場合にも、国際連合の目的及び原則に反して行使してはな

らない。

第３０条 この宣言のいかなる規定も、いずれかの国、集団又は個人に対して、この宣言に掲げる

権利及び自由の破壊を目的とする活動に従事し、又はそのような目的を有する行為を行う権利を

認めるものと解釈してはならない。
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部落差別の解消の推進に関する法律

平成 28年 12 月 16 日 法律第 109 号

（目的）

第１条 この法律は、現在もなお部落差別が存在するとともに、情報化の進展に伴って部落差別に

関する状況の変化が生じていることを踏まえ、全ての国民に基本的人権の享有を保障する日本国

憲法の理念にのっとり、部落差別は許されないものであるとの認識の下にこれを解消することが

重要な課題であることに鑑み、部落差別の解消に関し、基本理念を定め、並びに国及び地方公共

団体の責務を明らかにするとともに、相談体制の充実等について定めることにより、部落差別の

解消を推進し、もって部落差別のない社会を実現することを目的とする。

（基本理念）

第２条 部落差別の解消に関する施策は、全ての国民が等しく基本的人権を享有するかけがえのな

い個人として尊重されるものであるとの理念にのっとり、部落差別を解消する必要性に対する国

民一人一人の理解を深めるよう努めることにより、部落差別のない社会を実現することを旨とし

て、行われなければならない。

（国及び地方公共団体の責務）

第３条 国は、前条の基本理念にのっとり、部落差別の解消に関する施策を講ずるとともに、地方

公共団体が講ずる部落差別の解消に関する施策を推進するために必要な情報の提供、指導及び助

言を行う責務を有する。

２ 地方公共団体は、前条の基本理念にのっとり、部落差別の解消に関し、国との適切な役割分担

を踏まえて、国及び他の地方公共団体との連携を図りつつ、その地域の実情に応じた施策を講ず

るよう努めるものとする。

（相談体制の充実）

第４条 国は、部落差別に関する相談に的確に応ずるための体制の充実を図るものとする。

２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、その地域の実情に応じ、部落差別に関す

る相談に的確に応ずるための体制の充実を図るよう努めるものとする。

（教育及び啓発）

第５条 国は、部落差別を解消するため、必要な教育及び啓発を行うものとする。

２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、その地域の実情に応じ、部落差別を解消

するため、必要な教育及び啓発を行うよう努めるものとする。

（部落差別の実態に係る調査）

第６条 国は、部落差別の解消に関する施策の実施に資するため、地方公共団体の協力を得て、部

落差別の実態に係る調査を行うものとする。

附 則

この法律は、公布の日から施行する。
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本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律

平成 28年 6月 3日 法律第 68号

我が国においては、近年、本邦の域外にある国又は地域の出身であることを理由として、適法に

居住するその出身者又はその子孫を、我が国の地域社会から排除することを煽動する不当な差別的

言動が行われ、その出身者又はその子孫が多大な苦痛を強いられるとともに、当該地域社会に深刻

な亀裂を生じさせている。

もとより、このような不当な差別的言動はあってはならず、こうした事態をこのまま看過するこ

とは、国際社会において我が国の占める地位に照らしても、ふさわしいものではない。

ここに、このような不当な差別的言動は許されないことを宣言するとともに、更なる人権教育と

人権啓発などを通じて、国民に周知を図り、その理解と協力を得つつ、不当な差別的言動の解消に

向けた取組を推進すべく、この法律を制定する。

第１章 総則

（目的）

第１条 この法律は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消が喫緊の課題であることに鑑

み、その解消に向けた取組について、基本理念を定め、及び国等の責務を明らかにするとともに、

基本的施策を定め、これを推進することを目的とする。

（定義）

第２条 この法律において「本邦外出身者に対する不当な差別的」とは、専ら本邦の域外にある国

若しくは地域の出身である者又はその子孫であって適法に居住するもの（以下この条において

「本邦外出身者」という。）に対する差別的意識を助長し又は誘発する目的で公然とその生命、

身体、自由、名誉若しくは財産に危害を加える旨を告知し又は本邦外出身者を著しく侮蔑するな

ど、本邦の域外にある国又は地域の出身であることを理由として、本邦外出身者を地域社会から

排除することを煽動する不当な差別的言動をいう。

（基本理念）

第３条 国民は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消の必要性に対する理解を深めると

ともに、本邦外出身者に対する不当な差別的言動のない社会の実現に寄与するよう努めなければ

ならない。

（国及び地方公共団体の責務）

第４条 国は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組に関する施策を実施す

るとともに、地方公共団体が実施する本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取

組に関する施策を推進するために必要な助言その他の措置を講ずる責務を有する。

２ 地方公共団体は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組に関し、国との

適切な役割分担を踏まえて、当該地域の実情に応じた施策を講ずるよう努めるものとする。

第２章 基本的施策

（相談体制の整備）

第５条 国は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動に関する相談に的確に応ずるとともに、こ

れに関する紛争の防止又は解決を図ることができるよう、必要な体制を整備するものとする。

２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、当該地域の実情に応じ、本邦外出身者に

対する不当な差別的言動に関する相談に的確に応ずるとともに、これに関する紛争の防止又は解

決を図ることができるよう、必要な体制を整備するよう努めるものとする。
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（教育の充実等）

第６条 国は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消するための教育活動を実施するとと

もに、そのために必要な取組を行うものとする。

２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、当該地域の実情に応じ、本邦外出身者に

対する不当な差別的言動を解消するための教育活動を実施するとともに、そのために必要な取組

を行うよう努めるものとする。

（啓発活動等）

第７条 国は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消の必要性について、国民に周知し、

その理解を深めることを目的とする広報その他の啓発活動を実施するとともに、そのために必要

な取組を行うものとする。

２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、当該地域の実情に応じ、本邦外出身者に

対する不当な差別的言動の解消の必要性について、住民に周知し、その理解を深めることを目的

とする広報その他の啓発活動を実施するとともに、そのために必要な取組を行うよう努めるもの

とする。

附 則

（施行期日）

１ この法律は、公布の日から施行する。

（不当な差別的言動に係る取組についての検討）

２ 不当な差別的言動に係る取組については、この法律の施行後における本邦外出身者に対する不

当な差別的言動の実態等を勘案し、必要に応じ、検討が加えられるものとする。
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障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（抜粋）

平成 25年 法律第 65号

平成 28年 4月 1日施行

改正 令和 4年 6月 17日法律第 68号

第１章 総則

（目的）

第１条 この法律は、障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）の基本的な理念にのっとり、全て

の障害者が、障害者でない者と等しく、基本的人権を享有する個人としてその尊厳が重んぜられ、

その尊厳にふさわしい生活を保障される権利を有することを踏まえ、障害を理由とする差別の解

消の推進に関する基本的な事項、行政機関等及び事業者における障害を理由とする差別を解消す

るための措置等を定めることにより、障害を理由とする差別の解消を推進し、もって全ての国民

が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生す

る社会の実現に資することを目的とする。

（定義）

第２条 ・・・略・・・

（国及び地方公共団体の責務）

第３条 国及び地方公共団体は、この法律の趣旨にのっとり、障害を理由とする差別の解消の推進

に関して必要な施策を策定し、及びこれを実施しなければならない。

（国民の責務）

第４条 国民は、第１条に規定する社会を実現する上で障害を理由とする差別の解消が重要である

ことに鑑み、障害を理由とする差別の解消の推進に寄与するよう努めなければならない。

（社会的障壁の除去の実施についての必要かつ合理的な配慮に関する環境の整備）

第５条 行政機関等及び事業者は、社会的障壁の除去の実施についての必要かつ合理的な配慮を的

確に行うため、自ら設置する施設の構造の改善及び設備の整備、関係職員に対する研修その他の

必要な環境の整備に努めなければならない。

第２章 障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方針

第６条 ・・・略・・・

第３章 行政機関等及び事業者における障害を理由とする差別を解消するための措置

（行政機関等における障害を理由とする差別の禁止）

第７条 行政機関等は、その事務又は事業を行うに当たり、障害を理由として障害者でない者と不

当な差別的取扱いをすることにより、障害者の権利利益を侵害してはならない。

２ 行政機関等は、その事務又は事業を行うに当たり、障害者から現に社会的障壁の除去を必要と

している旨の意思の表明があった場合において、その実施に伴う負担が過重でないときは、障害

者の権利利益を侵害することとならないよう、当該障害者の性別、年齢及び障害の状態に応じて、

社会的障壁の除去の実施について必要かつ合理的な配慮をしなければならない。

（事業者における障害を理由とする差別の禁止）

第８条 事業者は、その事業を行うに当たり、障害を理由として障害者でない者と不当な差別的取

扱いをすることにより、障害者の権利利益を侵害してはならない。

２ 事業者は、その事業を行うに当たり、障害者から現に社会的障壁の除去を必要としている旨の

意思の表明があった場合において、その実施に伴う負担が過重でないときは、障害者の権利利益
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を侵害することとならないよう、当該障害者の性別、年齢及び障害の状態に応じて、社会的障壁

の除去の実施について必要かつ合理的な配慮をするように努めなければならない。

（国等職員対応要領）

第９条 ・・・略・・・

（地方公共団体等職員対応要領）

第１０条 地方公共団体の機関及び地方独立行政法人は、基本方針に即して、第７条に規定する事

項に関し、当該地方公共団体の機関及び地方独立行政法人の職員が適切に対応するために必要な

要領（以下この条及び附則第４条において「地方公共団体等職員対応要領」という。）を定める

よう努めるものとする。

２ 地方公共団体の機関及び地方独立行政法人は、地方公共団体等職員対応要領を定めようとする

ときは、あらかじめ、障害者その他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるよう

努めなければならない。

３ 地方公共団体の機関及び地方独立行政法人は、地方公共団体等職員対応要領を定めたときは、

遅滞なく、これを公表するよう努めなければならない。

４ 国は、地方公共団体の機関及び地方独立行政法人による地方公共団体等職員対応要領の作成に

協力しなければならない。

５ 前３項の規定は、地方公共団体等職員対応要領の変更について準用する。

（事業者のための対応指針）

第１１条 主務大臣は、基本方針に即して、第８条に規定する事項に関し、事業者が適切に対応す

るために必要な指針（以下「対応指針」という。）を定めるものとする。

２ 第９条第２項から第４項までの規定は、対応指針について準用する。

（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告）

第１２条 ・・・略・・・

（事業主による措置に関する特例）

第１３条 ・・・略・・・

第４章 障害を理由とする差別を解消するための支援措置

（相談及び紛争の防止等のための体制の整備）

第１４条 国及び地方公共団体は、障害者及びその家族その他の関係者からの障害を理由とする差

別に関する相談に的確に応ずるとともに、障害を理由とする差別に関する紛争の防止又は解決を

図ることができるよう必要な体制の整備を図るものとする。

（啓発活動）

第１５条 国及び地方公共団体は、障害を理由とする差別の解消について国民の関心と理解を深め

るとともに、特に、障害を理由とする差別の解消を妨げている諸要因の解消を図るため、必要な

啓発活動を行うものとする。

・・・略・・・

附則

（施行期日）

第１条 この法律は、平成２８年４月１日から施行する。ただし、次条から附則第６条までの規定

は、公布の日から施行する。

・・・略・・・


